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日程第 １ 一般質問
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（２）今田 佳男 議員

（３）竹橋 和彦 議員
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市 長 今 榮 敏 彦 出 席

副 市 長 新 谷 昭 夫 出 席
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教育委員会教育次長 沖 本 太 出 席

公 営 企 業 部 長 大 田 哲 也 出 席
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午前１０時００分 開議

議長（大川弘雄君） おはようございます。

ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので，これより本日

の会議を開きます。

お手元に議事日程第３号を配付いたしております。この日程のとおり会議を進めます。

――――――――――――――――――――――

日程第１

議長（大川弘雄君） 日程第１，一般質問を行います。

質問の順位は，お手元に配付の令和４年第１回竹原市議会定例会一般質問一覧表のとお

り決定いたしております。

順次質問を許します。

質問順位１番，宇野武則議員の登壇を許します。

１３番（宇野武則君） それでは，一般質問を行ってまいります。

令和４年第１回定例会に当たり，改めて市長及び議会議員の法的職務権限について再確

認し，市民の負託に応えてまいりたいと決意をいたしております。

市長は，市の代表者であり，予算，人事権，その他の行政運営に関する事務所管につい

ては全て市長の専権事項であり，何人とも不当に介入することは許されないものと理解い

たしております。一方，議会議員は市民の代弁者であり，行政に対する監視議決機関であ

ると認識いたしております。議会は，市長から提案される議案，予算に対しては幅広く，

深く審議することこそ議会に付与された使命であると認識し，今後も市民福祉向上のため

頑張ってまいりたいと決意いたしております。

私は，昭和５７年１１月に執行された市議選で初当選いたしました。昭和５８年４月以

来，市発注の公共工事に絡む談合事件が発覚し，市長関与が問題となり，翌５９年になり

市民による市長リコール運動に発展し，２年後の市長退陣のきっかけとなったのでありま

す。私は，当時の市政の厳しい環境の中で学んだことは，法の遵守とともに市民が納めた

税が市発展とともに市民福祉向上に正しく執行されているか常に意識し，議会活動に専念

してまいりました。今後においても，市民の代弁者として常に自覚を持って行政に対して

は是々非々の姿勢で議会活動を行ってまいります。

１点目の質問として，県合同庁舎移転問題について伺います。

県合同庁舎への市役所移転計画案は，小坂政司元市長において提起されたものと承知い
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たしております。小坂政司元市長は，庁舎移転問題をはじめ法務局跡地の購入，子育て支

援住宅，銀行跡地小公園等各種公共事業を中途で残され退任されたのであります。平成２

６年１月に就任された吉田市長によって，前任者が残された公共事業は全て完了したが，

庁舎問題のみが残っていました。吉田市長，商工会議所山本会頭間で長期にわたり協議を

重ね，平成２９年８月に移転先を旧福祉会館跡地とし，会員の賛同によって大筋合意され

たもので，残された案件は条件のみでありました。

平成３０年１月に，今榮市長就任，市長選では庁舎移転問題は明確に文書で訴えておら

れましたが，同年７月発生の豪雨災害復旧を優先に取り組み，その後財政問題が浮上，庁

舎移転案は代案が示されないまま，令和元年９月に前吉田市長，山本会頭間の合意案は白

紙状態で解除されたものであります。

市長選で発表された公約は，市長と市民との約束事であります。市長の政治責任は極め

て重いと思いますが，市長の御見解を伺います。

庁舎移転合意案は，行政，経済界の両トップの合意であります。合意案を継続審議する

選択は考慮されなかったのか，市長の御所見を伺います。

市長は，市職歴も長く，市役所の内情には精通されておられたと思いますが，公約作成

に当たり市財政をどのように把握されておられたのか。あわせて，３０年豪雨災害による

復旧，復興費に支出された単市分決算総額と現在までに完成した事業，残事業について伺

います。

次に，令和３年９月２６日，中国新聞に「商工会議所事務所移転先，創建ホーム社屋を

検討」と報道。県合同庁舎問題は，市，商工会議所との合意で協議されていると理解いた

しておりますが，今回創建社屋への移転案はどのような経緯を経て発表となったのか，発

表窓口は市長が行ったのか，市長の御所見を伺います。

次に，令和３年１２月議会で，私の質問に対して市長は，合同庁舎移転に向けた道筋を

つけることができたと答弁，市長の道筋とは何を対象に取り組んでこられたのか，現在の

進捗状況について市長の御所見を伺います。

次に，令和３年１２月議会に補正予算で設計業務費１億５，０００万円が議決されまし

た。私は，議案に反対いたしました。その主たる理由は，庁舎移転問題は吉田市長，山本

会頭間での合意を市の諸般の理由によって令和元年９月に解除されたのであります。合意

案不履行の責任は市にあり，市長は検討委員会の最終結論後に設計業務費提案が元案を解

除した市長の政治責任と思いますが，市長の御見解を伺います。
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次に，設計業務委託に係る補正予算１億５，０００万円は，令和３年１２月議会で議決

されました。合同庁舎は６階建てであります。設計業務に着手した年月日，終了年月日，

この間要した延べ時間数，主任設計士及び補助員は設計書をどのような形式で作成された

のか，各階ごとに作成されたのか，市長の御見解を伺います。

次に，財政健全化計画について伺います。

財政健全化計画は，市長の強い思いで令和元年度に導入されたと理解いたしておりま

す。現在，市の人口は毎年５００名前後減で推移しており，市長は財政再建の第一歩とし

て自らの給料減額に始まり，職員労働組合との合意がないまま一般職員に拡大実施されて

こられました。令和元年度の給料減総額は４，６００万円，令和２年度の給料減総額は

７，６００万円，令和３年度は未定でありますが，２年度と同額と推測されます。合計は

１億９，８００万円となります。

その他，市内企業での大型事業完成に伴う決算，増減額は以下のとおりであります。

固定資産税は４６．６％増となり，税額は５２億７００万円で，税収増は１６億５，５

３４万５，０００円となります。地方交付税は４２．２％減となり，税額は１６億３，０

００万円から１１億８，８００万１，０００円が交付税減となります。固定資産税増額合

計は４億６，６５８万４，０００円となります。令和３年度，市債発行額は９億４，４０

０万円で，現在市債発行額残高は１４４億３，９００万円となり，令和３年度財政調整基

金は５億９，２００万円であります。

現在，市の財政状況では庁舎移転問題だけでもどこまで対応できるのか判断ができかね

ますが，市長は非常に有利な地方債，緊急防災・減災事業債の活用ができると答弁，しか

し現在においても庁舎移転事業の全体の計画に対する事業費の説明はありません。有利な

地方債のみの答弁では理解できかねますが，総事業費に対して上限なく借入れができるの

か，あるいは一定の限度額が定められているのか，償還方法はどのように定められている

のか，分かる範囲で市長の御見解を伺います。

令和２年度の委託費，補助金について伺います。

委託費３００件，予算１６億４，０００万円，補助金７９件，予算３億４００万円，単

市補助金１億７００万円。毎年度末にどのような検証をされて新年度予算に事業の見直

し，修正，継続と区分し予算化されているのか，市長の御所見を伺います。

以上，壇上での質問を終わりますが，答弁次第では自席で再質問させていただきます。

よろしくお願いいたします。
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議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 宇野議員の質問にお答えいたします。

１点目の庁舎移転についての御質問でございます。

庁舎移転につきましては，本市の重要課題として選挙公約にも掲げており，その実現は

市民の皆様との大切な約束事であると認識をいたしております。

平成２９年８月に竹原商工会議所と締結した覚書につきましては，平成３０年７月の豪

雨災害発生後も庁舎移転の進捗に取り組んだところでありますが，過去に例を見ない被災

規模であり，市民の皆様の安全・安心な生活環境の確保を最優先に考え，災害からの早期

復旧と財政健全化に優先的に取り組むため，竹原商工会議所とも協議し，了承いただいた

上で解除したものであります。

本市の財政状況につきましては，基金残高の減少傾向や経常収支比率の動向などから財

源不足や財政構造の硬直化などの課題があると認識していたところであります。

平成３０年７月豪雨災害による復旧，復興費に支出した単市分決算総額につきまして

は，令和２年度決算時において約４億３，０００万円であり，これまでに完成した事業及

び残事業としましては，公共土木施設災害復旧事業，農地・農業用施設災害復旧事業，災

害関連地域防災がけ崩れ対策事業について，令和４年１月末時点で８４．４％が完了して

おり，残りは１５．６％であります。

竹原商工会議所事務所の移転につきましては，常議員会において移転の方向性を決議さ

れ，現在検討委員会で移転先候補地の検討を進められております。さきの新聞報道につき

ましては，この常議員会の状況を取材され，報道されたものと考えております。

庁舎移転に向けての道筋につきましては，最大の課題となっていた財源について有利な

起債を確保できたことから，これにより実現への道筋がついたものと考えております。ま

た，こうした状況を受けて，現在竹原商工会議所において移転先の決定に向けた協議検討

を進めていただいております。

さきの定例会に提案し，議決をいただきました設計委託業務の予算につきましては，広

島県建築業務等委託料積算要領，国の官庁施設の設計業務等積算基準及び関係規定に基づ

き概算費用を積算し，予算計上したものであり，年度内の契約に向けて手続を進めている

ところであります。

２点目の財政健全化計画についての御質問でございます。
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庁舎移転に係る緊急防災・減災事業債の借入れ等につきましては，これまでも御説明し

ておりますとおり，概算事業費約２０億円のうち防災・減災に係る事業部分として約６割

が本起債の対象となる見込みとなっており，償還方法等は借入先となる地方公共団体金融

機構等との手続に併せて決定するものとなります。

委託費，補助金等につきましては，本市の厳しい財政状況の中，財政健全化策の一環と

して事務事業の見直しにも取り組んでいるところであり，毎年度委託料，補助金ともに事

業の費用対効果などを検証し，効果が小さい事業については廃止，縮小を行うなど事業の

選択と集中に取り組んでおります。

以上，答弁といたします。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） それでは，再質問させていただきます。

まず１点目ですが，この合同庁舎が提起された小坂政司元市長退任まで２年間でありま

す。この２年間の当時の総務部長，現在の市長でありますが，２年間をかけてなぜこれぐ

らいの，これぐらいと言ったら語弊があるか分からないが，ある程度の目鼻がつかなかっ

たのかなというような強い思いがあるわけですが，市長はこの交渉の中枢におられたのだ

と思いますが，その原因は何であったかということについてお伺いいたします。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 原因が何かという特定を御答弁できるようなものではないと思いま

すけれども，様々財政，財源の問題，また当時の会議所の中でも移転に関わる様々な議論

がある中で時間を要し，その時点の中では決定に至らなかったというふうな認識をしてお

ります。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 当時，この移転問題に深く関わった人から今朝電話がありまし

て，法務局の跡への移転はある程度合意ができていたのだそうですが，中の改修に問題が

あったのではないかというような話も伺いました。これは過去のことなのでこれ以上は質

問をいたしませんが，どちらにしても２年間という時間がありましたので，本来ならある

程度の道筋がつけられたのではないかなというのが普通の考え方だろうと思います。竹原

市の一つの欠点といいますか，時間をいくらかけても前に進まないというものが他にもあ

りますが，その点は今後，これからお互いに理解しながら進めてまいりたい。

平成２６年，吉田市長，この問題はいろいろ紆余曲折はあったのですが，福祉会館跡地
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には平成２９年８月に市長，会頭間で合意された。その間，小坂市長が提起されてから６

年たちます。私どもの思いは並行して災害復旧と，ある程度当時の財調から見ますと，復

旧費に４億５，０００万円ぐらい単市分導入されたということですが，当然並行してでき

たのではないかという思いが非常に強いのですが，その点について市長はどのようにお考

えですか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

庁舎移転に関する事項と災害の復旧，復興に関する御質問と思いますが，同時並行が可

能ではなかったかという御質問と思っています。

当時，現在と状況が異なりまして，多くは庁舎移転に活用できる有利な財源がなかった

というのが大きな要因でございます。過去にありました例で申しますと，起債名が市町村

役場機能緊急保全事業債という起債もございましたが，これは財源的に交付税の措置も少

ないということでございまして，そういった面とあと財政状況の悪化傾向に加えての今回

の平成３０年７月豪雨災害があったということでございます。

先ほど申しました起債が廃止される中で，この間，昨年来お話をさせていただいており

ますが，関係者の皆様の協力も得まして，国と協議の上，より有利な起債であります緊急

防災・減災事業債というものを確保することができたということによりまして，現在事業

の推進を図っているということで御理解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） どちらにしても，今ちょうど１０年を超えたところなのですが，

この移転問題は。私は今年この問題がどうだろうかなと思って新年の挨拶回りを含めて常

議員会の当時の幹部の方，何名かお話を伺ってまいりました。圧倒的に多いその当時の方

のお話は，福祉会館のところにいろいろ努力してまとめたのだと，宇野さんが反対してあ

れをやめたのではないのかというようなお話をされまして，私もがっくりきたわけです

が，平成２９年８月に合意された折に，当時市長の吉田市長から，宇野さん，お話がある

のだということで市長室に行きまして，何かなと思ったら例の公園の跡を駐車場にしたい

のだと。あそこは，御存じのとおり私の後援会の方たちが１５年間以上になるか，ずっと

清掃業務を年２回やっておりまして，私も梅とか桜とかをあそこへ１５本ぐらい植えてい

たのです。あそこの木が大分大きくなって，私も気になって公園に行ったら職員の方が木
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を切っておりました。予算の中途なので処理費が一円もないのだということで言われます

ので，すぐ私は会社へ電話をいたしまして，処理費はいくらかと言ったら２０万円だと言

うので，すぐ会社に事情を言って無償で取っていただいた経緯があるのです。だから，そ

ういう常議員会の古い方の思いと私が対応したこととが全然真逆なのです。私も，福祉会

館跡地への第一歩として，今十三，四台入っております，車が，あそこの木を全部切って

ああいう体勢にしたのです。だから，第一歩は私たちも貢献しているのです。しかし，全

然真逆な受け取り方で，私も説明はいたしましたが。そういうことで当時の市長が，当時

の常議員会のみんなは紳士です，個人で私利私欲なんか全然話の中でもない，自分の企業

をしっかり育てていくような方なので，私も何名かお話をして，行ったら二，三十分話を

するのですが，そういう面では私は市長が常議員会のそういう立派な人に意見を，忠海の

ほうの会議所のナンバー２のような人も何人も出ておられるので，せいぜいこういう大事

なことを白紙解除というようなことはやらずに，意見をしっかり聞いて，市長はそういう

公表をしているのだから，市民の声を聞くという，これぐらい大事なことはないですよ，

声を聞くときはないです。

私は当時いなかったので，いたらもうちょっと変わっているかなと思うのですが，もう

ちょっと市長，これをまとめようと思ったら，当時まとめた，どういうことで福祉会館が

選択されて，最終的に合意になったのかというような声を聞かれたらどうですか。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 今議員が御説明のありました今までの経緯につきましては，それら

も含めた上で様々な協議を会議所の皆さんと行いながら現在に至っているというふうに理

解をいただきたいと思います。

いずれにいたしましても，庁舎の移転をすることに関する様々な事象，事案というもの

がこの経緯の中で変更してきたということに関しては，今までの豪雨災害を含めて様々な

事情があったにせよ変更を余儀なくされたことについては，今までも御説明を申し上げ，

御理解をいただき，様々な変更を行ってきておりますけれども，これからも合同庁舎への

移転，それから会議所の事務所の移転等についても誠意を持って竹原市として協議を進め

させていただきたいというふうに思っております。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 市長の思いは思いで，なぜ今常議員会が――新しい常議員会はメ

ンバーが少し替わっているそうですが――当時の常議員会は合意したと，トップ同士が合
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意したと。私はトップ同士の合意というのは非常に重く思っているのです。そう軽々と，

やめた，やるのだというような一瞬で決められるような問題では決してないです。では，

市民は何を信じていいのかということなのです。会員は何を信じていいのか。だから，会

頭もでは解除しようということになると，どこまで会員の皆さんに説明されたのかよく分

かりませんが，どちらにしてももうちょっと真剣に取り組まないと。

今常議員会は新しいメンバーで，創建ホーム社屋への移転というのは新聞で公表された

わけですが，その常議員会でなぜ議論が紛糾したのか。そして，今そこでまとまらないか

ら８名による検討委員会をつくって，つくって相当になるのですが私の情報の中ではほと

んど前進していないということなのですが，それからどこまで市長がその内容を把握され

ているのか，報告を受けているのか分かりませんが，私は週に一遍ぐらいは情報収集して

おります。もめたら時には原点へ返れということもあるのです。そこは，常議員会の若い

皆さんにあまりいろんな分裂するような心配をかけるようなことのないように，私はもう

一遍そういう方向性も選択肢の一つであるのではないかというふうに思うのですが。

そこで，福祉会館は現在解体して大方完成間近ですが，１億５，０００万円と当初は伺

っておりますが，これは国のどこの所管の予算か，一番新しい予算であろうというふう

に，担当課もよく分からないようなお答えなのですが，この予算の出どころはどこなので

すか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

旧の福祉会館の跡地の関係でございますが，こちらの議員のほうからお話ございました

補助金につきましては，国土交通省所管の補助金でございまして，名称が都市構造再編集

中支援事業補助金でございます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） これが，いろいろなお話があってなかなか私もどれが本当か分か

らないのですが，確かに国土交通省の予算というのは，昨年の１２月に私の質問後すぐ東

京へ電話して確認してもらいました。確かに国土交通省であります。

これは国土交通省でありますが，５０％の補助金なので７，５００万円になろうと思う

のですが，これがなぜ１０年間更地で管理するということが町の中にも知れ渡っているよ

うな状況ですが，この跡地の使用目的というのは補助金を交付されるときにもう決まって
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いるのですか。１０年間，今の状態のような形で使うということが国交省のほうで決めら

れているのかどうか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

国の補助金でございますので，いわゆる適化法，補助金の適正化に関する法律というも

のがありまして，そこで１０年間ということがございます。

今回活用いたしました補助金，現在解体後に緑地整備ということでございますが，新型

コロナの関係の補助金ということで，要は密を回避するということと周辺においてそこを

広場に整理いたしまして有効な活用ということでございます。

１０年間のお話がございまして，国庫補助で取得した財産でございますので，有償無償

を問わず目的外の使用や譲渡，貸付けなど財産処分を行う場合には国の許可が必要とされ

ているということでございます。一定の割合にあっては，国へ報告等によりまして処分は

可能というふうに認識しております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） そうなのです。だから，私が国交省へ電話して確認したら，それ

なりの理由があれば，例えば一番竹原市が今問題になっているのは，庁舎移転は耐震不足

なのです，移転の一番の目的は。今朝も同僚議員と話していたら，当時は震度５だろうと

いう，５以上の場合は危険だというような話もあったそうですが。そうなると，コロナだ

から，東京のほうの市街が密集しているところなら話は分かりますよ。しかし，竹原市の

場合は密集地といっても広場だらけです，駅前でも，大きな店がやめて。それで，では来

年コロナが終わったら，それでもずっとあと９年間は手がつけられないと。

大体，税金を投入する場合に，私は単純な計算で物を言っておりますが，普通は国の予

算でもどこの予算でもそうですが１年以内にはどういうような方法で活用しなさいよとい

うのが一般的だろうと思うのです。例えば，庁舎移転なら庁舎移転で耐震不足のためにど

うしても商工会議所に出てもらわないと竹原市が移転できないと，だからこの予算はこう

いうふうにお願いしたいということを言えば，国交大臣は判を押すというところまで回答

をもらっているのです。

税金を投入して１０年間放っておきなさいと，来年コロナ終息したらそれでも後ずっと

置くということになるわけですが，今緑化の話も出たが，維持管理もみんなかかるのです
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から，これからそういうような余裕はあまりないと思うのですが，有効活用して，私だっ

たらそういう１０年も放っておけというのなら７，５００万円払ってから安くに売ってで

もいい，固定資産税だって入るというような頭があるのですが，そういう方向転換は考え

ないのですか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 補助金の話に戻らせていただきますが，先ほど一定の場合

には処分可能と申し上げましたが，具体的に申し上げます。

１０年経過する前といたしまして，具体例で申しますと災害や火災などでの滅失や市町

村合併に伴う財産処分，一方１０年経過後におきましては少子高齢化や産業構造の変化な

どの社会経済情勢の変化や既存のストックを活用した地域活性化のために行う財産処分と

いうものがございまして，これらに該当しない場合は国と個別に協議いたしまして許可を

受ける必要がございます。しかしながら，実際には財産処分案件自体ほぼないということ

と，手続を簡略化した報告案件でも国の審査で認められない可能性もあるということでご

ざいます。

これによりますと，１０年以内での転用の許可は先ほど申しました程度の理由が求めら

れることが想定されることから困難であるということ，また１０年を経過いたしましても

転用するためには相応の理由が必要となると，このように認識いたしております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 予算の適化法については，私もいろいろ過去にも勉強させていた

だきまして理解をいたしております。しかし，それは完全に目的外使用の場合が対象にな

るのです。私は，コロナということにはあまり気に入らない分がありまして，永遠にコロ

ナがあるわけではないと思うのですが，一日でも早く解除を希望しているのですが，その

理由で商工会議所の中でも１０年間は一切手がつけられないのだというような説明があっ

たそうですが，そこらをどういうようにしたら有効活用できるのかというようなことも，

行政としてはあれだけ一等地ですからそういう方向も両輪で検討課題に載せていかない

と。

それは，今図書館も賃借りして運営しているのですが，今４２０万円ぐらいですか，家

賃が。そういう面を考えると，将来の市役所エリアの集中的な整備からいったら，あそこ

はそういうものも含めて，それがどうしてもいけないというなら７，５００万円払えばい
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い，国へ。解除してもらえば。そのぐらい将来を見通してやっていかないと，将来ばらば

らにしていたらだんだんだんだん問題が出てくると思うのですが。

これが一番早い道だろう思うのですよ，今，庁舎移転問題は。もうちょっと柔軟に，ど

っちかといったら役人の悪い癖の一つだが，思い込んだらずっとそれを続けたいような，

我々が言ってもなかなか変更しないというようなところもあるのですが。あそこへ何年も

かかって，吉田市長の時代，大方４年かかってあそこへようやくまとまったものを，一晩

にしてぱっと簡単なもので解除したのですから，復活させることも一晩でできるのではな

いですか。

そういうことで，もう一遍聞きますが，もうちょっと活用方法というのは。あそこへ人

が集まると思いますか。私は，絶対集まらないと思うのです，今までの経験から。あそこ

へ買物に行くだけですから。子供を置いて買物はしないから。あそこで選挙なんかで叫ん

でも，誰もみんな知らないふりよ。さよならさよならと言って買物して帰るだけだから。

あそこへ子供を置いて買物する人はいないから，あれだけ車の通行量が多いのだから。だ

から，私は発想がどうも理解できない。

何で，もともと皆さん苦労してまとまったところへ，もう一遍原点に返って商工会議所

と協議してみようというような発想が出てこないのかなと思う。そんなものはもう誰が決

めようが，もう解除よ，こっちは新しいものよと言って，その結果がずっともめているの

よ。どのようなもめ方しているか分かっているの，あなた方は。私は，しょっちゅう電話

してお伺いしている。まとまらないのよ，今のままでは。そうかといって，商工会議所と

いう組織体からいったら絶対に強引にやれる問題ではない。そういう面は，もうちょっと

市長もトップリーダー，トップリーダーと言うのだから，トップ同士というのか，トップ

同士ではなくても，古い常議員会はちゃっと話が分かる人がたくさんおられますよ。そう

いう人は，市長は何で意見を聞きに来ないのかというような話もあるわけだから。市長が

この問題を商工会議所以上に前面に立ってやったら短期間で私は解決できると思っている

のです。だから，そういう場合は国に行ってお願いして，こうこうこうだと。耐震不足だ

と言われてもう１０年超えたのだから，そうそう安気に過ごす時間はないと思うのです。

庁舎そのものも，がちゃがちゃだから，私は地下なんかでもよく，あれ，もうちょっと

掃除すればいいのにと思って外から見るのだが。何か細かい火の種でも燃えだしたら大ご

とだと思う。

そういう庁舎の形態だから，もうちょっと早く解決の道を探るべきだと思うのですが，
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市長，その点についてはどうですか。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） るる議員のお考え等もお聞きをする中で，今最大しなければいけな

いことというのは，移転に向けた行政として進めるべき手続，そして具体的な検討を行政

としては進める，その一方で竹原商工会議所さんが一定には移転の御決定はされましたも

のの，移転先についての具体的な決定に至る様々な協議の中で竹原市としても加われる部

分についての協議については，これからも積極的に行っていきたいというふうに思いま

す。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） どちらにしても，商工会議所の今の検討委員会でやっておられる

のですが，意見は真っ二つのような形ですが，こういうことをずっとだらだらだらだらや

っていると，市民の中にそういうものが耳に入ってきますから。市長一存，会頭一存とい

うわけにもいかない問題がありまして，みんなの出資によって商工会議所も成り立ってい

る組織ですから，歴代の会頭さんの，私もいろいろお付き合いさせていただきましたが，

自分のところの建物も対象になるということは非常に問題があるような気もいたします。

それから，どちらにしても今の問題を打開するのは市長が動く以外ないのだろうというふ

うに思います。

それから，私はこれはどうしてこうなったのかなと思うのですが，新聞が発表されたの

が５月２６日ですか，３年の。その間，恐らく下地ができてなかったのだろうと思うので

す。市長にはどういうような報告がされたのか，市長がどういう返事をされたのか分かり

ませんが，どちらにしても一方通行の話ではないと思うので，共同作業ですから。この会

議所の中でどういうような議論がされて，あそこの社屋を検討というのが発表されるに至

ったのかは非常に疑問があるところです。恐らく，事前にある程度の合意を取っていれば

議論が紛糾する必要もないのですから，ぽっと出たような印象が強いです。そういう経過

については，市長のほうから，商工会議所の移転ですから一方的に話をするのも可能なの

ですが，しかし事業は一体的になりますので。その点についての会頭なり，会議所からの

事前報告というものはあったのですか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 昨年９月の新聞報道のことをおっしゃっていると思います

が，この報道につきましても我々としては内容については新聞報道で承知したところでご
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ざいます。ただ，これまでも常議員会なり事務局とお話をする中で，過去にも私も常議員

会等に出席させていただきまして移転の候補先等についてお話をさせていただいていると

ころでございます。現在の状況は，議員がおっしゃるように検討委員会の中ではなかなか

結論には至っていないというふうにはお聞きしておりますし，これまでもですし，現在も

これからにおきましても，情報は共有しながら進めてまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） どっちにしても，せっかく４年かけてやった合意案を間違いなし

に竹原市の事情で解除したわけですから，私は一番政治のやり方としたら原案の合意案を

継続にして新しいものがあれば今後検討課題としてやりましょうというような方向性を持

って，二面性を持ってこれをやっておれば，相当早い段階で着工できたのではないかとい

うふうに思います。

それで，１２月の私の質問で市長は庁舎移転の道筋をつけることができたと。私の一人

思いですが，商工会議所の創建ホームの社屋が，あれは会頭と市長が話をされたのかなと

いうふうに思っておりましたが，市長の答弁は財政の見通しがついたというように，私の

思いとは違うのですが。どちらにしても，商工会議所は非常に険悪の部分もありまして，

分裂のようなあるいは脱会のような方が１人でも２人でも出るようなぶざまなことは絶対

に避けていただきたいというふうに思っております。

どちらにしてももうちょっと市長が，古い方もおられるのだし，今もその方らは中立公

平で確実な見方しておられます。それは，何か腹の中へ入るとこういう形になる。だか

ら，私は検討委員会８人の中の半々ぐらいが反対賛成，賛成というような声があまりない

ようなふうですが，こういうものをつくったということは非常に問題があると。もうちょ

っと腹を割って。これは市長以外でないもの。副市長，部長が行ってもなかなか絶対的な

責任を持っていないので，最高責任者が行っていろんな事情を説明して理解を得るとか，

あるいは相手の意向はどうかということを真剣にやらないと非常に問題が残ると思うので

すが。

どちらにしても，私は行政と経済界の両トップが合意した案が，いまだに尾を引いてき

ているということは，どちらかとは言いませんが，一番希望しているのは竹原市ですか

ら。耐震不足というと重大な問題ですから。だから，一日も早く移転するのならするとい

うことにしてもらわないと，我々も市民から聞かれた場合に非常に困るのです。だから，
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そこの福祉会館の跡でもほとんどあそこを通った人が聞きます，どうするのか，どうする

のかといって。我々は返答のしようがないです。この前も商工会議所の古い，今はやめて

おられるのですが，立って見ながら，良い土地だな，広いなと言いながら，１階を図書館

で２階を商工会議所で，１階と２階でちょうどいいなというような話もしていたのです

が，市長，この問題はどちらにしても人任せではなしに，市長が合意案を解除した責任も

あるのですから，その点について最後に市長の。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 移転または会議所の事務所の移転が今後スムーズに進むよう最大限

努力してまいりたいと思います。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 財政についてお伺いします。

令和元年に財政健全化計画を策定して取り組まれたのですが，現在どのように改善され

たのか，基本的なところをお伺いしたい。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 財政健全化計画を平成３１年に策定いたしまして，令和元

年から令和３年の財政の改善に関することという御質問でございますが，財政健全化計画

におきましては収支の均衡と基金残高の一定額以上の確保というのを目標に定めまして取

組を進めているところでございます。

その中で，収支の均衡を見る一つの手法といたしましては経常収支比率がございます。

こちらにつきましては，令和元年度は１００．６％，令和２年度におきましては９６％へ

改善しているということでございます。これは決算を基に数値を出しますので，令和３年

度については未確定でございます。

もう一方，基金残高につきましては，令和元年度が約１３億９，０００万円，令和３年

度の決算見込みにおきますと約２５億４，０００万円というふうにしているものでござい

ます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） これは，私は大型事業の固定資産税増が大きな役割になったのだ

ろうと思いますが，それと私が思うのは，職員給料の減額を含めて市長が表明しているよ

うに一般の事業も相当中止されたのだろうと思います。私が昨年１２月に財調なんかの報



- 58 -

告を受けたのは壇上で申し上げたとおりでありますし，今年の決算で現在のような膨らみ

が出たのだろうというふうに思いますが，私が言うのは，壇上でも申し上げたように，手

つかずのものがたくさんあるのです。市営住宅の修繕費とかというものは早急に統合して

やれば，この問題なんかでもどんどんどんどん下がってくるはずなのだが。今年も相当修

繕費なんかが上がっているような状況であります。そこらでなかなか，人件費と大型事業

の収入が主たる改善の理由だろうというふうに推定しているのですが，そうではなく壇上

でも言ったようにいろいろな問題がありまして，そこらへ手をつけていかないとまた来年

も惰性的につけていくと。

この問題が発表された折，私は稚魚の放流を通算で４０年ほどしておりましたが，前段

の２０年間近い日数はうちの会費で賄っておりました。それでは量が足りないということ

で，それ以後，市の補助金をいただきまして，市は２０万円ぐらいですか，それから会の

資金を１３万円ぐらい出して３３万円ぐらいで約２０年間稚魚の放流，長崎漁連を通じて

ギザミの放流をしてきました。それを，元年から財政再建だからということで私は一番先

に中止いたしました。なかなか中止は難しいのですよ。今度次に継続しようと思ったらも

う枠がなくなるのです，長崎漁連の。取る枠が決まっておりますので。そういう難しい問

題もあったのですが，私は率先してやるべきだという思いでやりまして。それから，港湾

振興協議会，市長，議長が毎年お呼びされて出席していたと思うのですが，これが４１万

円，これは今ないです。決算書を見て，２年間で長崎の軍艦島視察，それからその前は神

奈川の横浜の豪華ボートで港湾視察というようなことがありまして，あまり港湾振興と関

係ないのではないかということで市長と話しまして，これが４１万円。それから，水質検

査の問題も法的に各船が国際法でクリアしておりますので，この水の検査も必要ないとい

うことで，１か所だけやっておられたので，この１か所はどこかと言ったら，的場の海水

浴場の沖合と言うから，それは入港船の検査とは全然違う，あれは海水浴のときの大腸菌

なんかの検査です。海水浴でクリアできるか，泳げるか泳げないかということは県が主体

的に全県の海水浴場の検査をして，大腸菌がいくら以上があれば海水浴場の禁止という，

こういう予算が１回３万円か。それで，これも港湾振興には関係ないということで４１万

円，元年から予算を削っているのです。こういう３００の予算の中に，昨日も総務企画部

長に言ったようにＪＲの複線化等，等といってあったらほかの予算に使えるという，私は

なかなか解釈はできないのです。等で使えるなら等のほうへ名称を変更すればいいわけだ

から。複線化というのは，これからはもう議題にもならないでしょう。三原から広まで
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１，０００人を切ったらバスだというようなことを発表したのだから，ＪＲ西が。だか

ら，こういう予算は，去年は３０万円だった，今年は２８万４，０００円か，いくらか下

げていたが，等をつけたらこっちに使えるのだ，右に使えるのだ，左に使えるのだという

ような予算はもう卒業しないと，我々は一々入って検証できませんから，市の場合は各部

に指示して今年は５％削減しろというようなことをやればできないことはないと思うので

すが。そういう財政の取組について市長，思い切ってやるお考えはないのですか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 事例を挙げられて，補助金の関係でお話がございました。

補助金とともに委託料等につきましても，議員のほうからも，昨日もお話しさせていた

だきました費用対効果の話だと思っております。例で挙げられましたＪＲ呉線複線化等の

期成同盟会の件もございましたが，確かに複線化ということでなかなか現実的には厳しい

状況ということもありながら，さりとて関係周辺市町の，沿線市町の交流活性化というの

も大きな目的でございますので，そういった意味でもその補助金の意図するものはあろう

かと思っております。

そうしたことから，事業につきましては，効果が小さいものにつきましてはお話が出て

おりますように当然廃止，縮小といった見直しを行っております。また，削減した経費に

つきましても，新たな事業の財源とすることなど，事業の選択と集中というのは行ってお

りますので，これは引き続き取り組んでまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 私は，さきの議会で本市の職員の定数は適正かということでお話

をいたしまして，令和３年９月の議会で一般行政職の１人当たりの人口，竹原市は１３６

人，東広島市１９５人，呉市１９６人，この差が６０名前後あるわけですが，市長答弁は

なかなか納得できないのです。それと，島嶼部とか山間部等の差というような答弁をいた

だきましたが，そういうものではないのです。

私は，この企業誘致の関係で三原市や呉市も何遍も伺いまして，呉市の場合は企業誘致

専門の建設部に檜垣さんという次長がおられまして，この方が全部対応されるのです。そ

の対応のスピードが全然違うのです。呉市は，各市内の全部の図面を，１メートルから１

メートル２０センチ四方の地図を広，呉とかというように全部一括して保管しておりまし

て，それも白黒と色つきとあるわけですが，即焼いてくれます，お金は要るのですが。そ
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ういうように，事務の対応が非常に早いなと。三原市もそうです。整備も新庁舎だから近

代的に整備されているのですが，首より高い物を置いているところは一か所もないから。

全部頭が見えるような体制で仕事をされております。だから，窓口業務を非常に合理的に

されております。うちは，そういうふうに体制がなかなか，庁舎そのものが難しい問題が

ありまして，そういう面の取組というのが新庁舎で合理的に配備されているということも

勘案しなければならないと思うのですが，対応が全然違うのです，早い。三原も今庁舎移

転のほうも向こうの担当の議員さんもお願いしているし，担当部長もお願いして，本郷の

場合は広島県と今直接お話をしておりますので，ちょくちょく三原からも電話がかかりま

す。今，本郷の県用地もまだ完成しておりませんので，第１次は発電所やら，企業は１次

の募集要項の中にないということで今伺っているのですが。

私はどこに６０人の１人の差が出てきているのかなというようなことを考えるのです。

私もあまり頭はよくないので，１日に１遍ぐらいぶり返してくるのです。ぶり返してくる

と，どこに原因があるかなと思って１人で考えているのですが，なかなか妙案が出てこな

いのです。そこらは部長が真剣に，定数の問題があるのかなと思ったりしているのです

が，行財政改革というのは一体ですから，職員が一生懸命働いてくれてこそですから，市

民から言ったら。公僕というのはそこにあるのですから，市民のために働くということで

す。だから，災害があっても建設部にはあまり関係ない，コロナの場合は福祉のほうが主

体的にやっていただいた，災害の折には建設部が職員でも徹夜でやっていただいた方もお

られます。そういうところはしっかり幹部職員が把握してそれなりの対応をしていただか

ないと，何にもそういうような言葉かけもないようなことでは職員がやる気を失っていき

ますので，そういうときにはそういうときで市長なり副市長なりが現場を回って声をかけ

るということが組織の中で一番大事なのです。今天満さんはやめておりますが，あの方は

港湾事務所，私はどこの港湾でも首を出すのですが，多い折には月２遍来ますと言って職

員の方が，市長は２遍来ると言う，現場へ。島嶼部との連携の基地だから，そういうとこ

ろを見て自分の政策の中に生かされるのでしょう。だから，あそこらはきれいにして県用

地でも全部有料化にしております，バスの駐車場なんかでも。それから，官庁街は全部ポ

イ捨て禁止条例をつくって。こういうものは皆，財政と一体ですから，細かいことを言う

ようだが。ごみも落ちていなければ，清掃する必要はないのだから。ごみをぽんぽんぽん

ぽん，たばこでも何でも捨てておけば清掃しないといけない。こういうのは一体的なの

だ。だから，私はこの問題もどこに原因があるか，部長に答弁をもらっている，山間地と
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か島嶼部はこういう結果が出るのだという答弁はもらっていますが，そういう単純なもの

ではないと思うのですが。その点について，部長どうですか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

昨年の議員の一般質問でもお答えいたしました，一般行政職員１人当たりの人口という

ことでございます。

お話がございましたように，人口が大きい市町や人口密度が高い市町ほど多く，集落が

分散する中山間地や島嶼部は少なくなる傾向にあると，その当時，市長のほうが御答弁申

し上げました。このことによりまして，御紹介のあった市と竹原市の差でございますが，

いずれも竹原市よりも人口規模が大きく，人口の集積により業務の効率化が図られやすい

ため，本市に比べ一般行政職員の１人当たりの人口が多くなっているとの推測をしている

というふうにお伝えしました。

その後，議員のほうからお話がございましたのは，市民サービスの向上を図る上で，い

つも議員がおっしゃっていますが，スピード感が大事であろうと，このように認識いたし

ております。我々といたしましては，市民サービスの向上を図るためには最少の経費で最

大の効果が上げられるということが大きな目的でございますので，そのことを踏まえまし

て市におきましては行財政の経営強化，これに努めておりますので，それは引き続き取り

組んでまいります。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） この約３年間で，給料の減額も含めて大型事業の固定資産税が５

億円近くありました。これからも今の状態では人口減が避けられません。私は，東広島や

安芸高田，福山，三原といったような資料も取り寄せて見ますが，ほとんどが財政に取り

組む場合は人口減が一つの中心になるわけです。担当課長さんにも人口減で４００人減っ

たらいくらか，５００人減ったらいくらかというようなことも聞くのですが，なかなか所

得のいろいろな分離をされるので確定的なものは回答がもらえないのです。だが，間違い

なしに交付税は減りますから。ある程度の補填はされるのですが，人口割が原則になって

おりますので，減ってくるのだろうと思います。

そういうところで，今２２億円と言ったのですか，財調が。今市債発行残高が１４４億

３，９００万円ですが，これからいろいろ事業をやるのにこの市債というものは，目的が
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あればある程度許可になるのでしょうが，大体現在の予算規模からして市債の上限という

のはどれぐらいを限度としているのか，これ以上は無理だなというような，その限度はど

れぐらいか，総務企画部長，お伺いして。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 市債の額を一概に限度というのはなかなか難しいと思いま

すが，令和４年度の当初予算におきましては地方債残高の状況といたしまして記載をいた

しております。見込みでございますが，令和３年度末におきましては約１５０億７，００

０万円ということで，令和４年度末の見込みですと約１５７億５，０００万円というふう

に見込んでおります。議員おっしゃるように，適債事業と申しましてその起債の対象とな

る事業というのは当然精査をいたしておりますし，より有利な起債を活用ということで取

り組んでおりますので，その点は引き続きまして，地方交付税のお話もございましたので

交付税措置のある起債を有利に活用してまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １３番宇野武則議員。

１３番（宇野武則君） 皆さん御承知のように，安芸高田市です。去年の豪雨災害で私は

市長，どうなっているのかなと思っていたのですが，昨年の豪雨で３１億１，７００万円

の補正予算を組んで９月定例会で可決したのです。国や県も含めてですが，市道，河川や

調査設計など１７億７，３００万円，それから災害に直に，主要道路が通れなかったのか

何か，即専決で３億９，０００万円ほどの予算を編成しております。

このコロナ禍で，市債は１３億９，２００万円ほど借り入れてやっておりますが，この

場合は比較的使いやすい予算だろうというように思います。ただ，これはずっと見ますと

ほとんどが財産の，福山市らも徹底した財産の処分です。遊休財産，積極売却へというこ

とで，市管理の市営住宅や幼稚園，保育所の跡地など１３０件，３３４平方メートルとい

うような物件を福山市なんかでも積極的にやるということを表明されて，計画して売却さ

れているのです。こういうことは，人口減と一体なのです。だから，人口が減るとそうい

う施設もだんだん要らなくなる，どこまでが要らなくなるのか定義はないのですが。

竹原市も，小中学校の問題もさきの新聞にも報道されました。報道されたのでいいです

が，ではそこらのふれあい館とか竹原小学校のすぐ隣のこども園は対象にするのか，そこ

らの使用状況も全部もらっておりますが，去年はゼロがほとんどです。ゼロとか１日１

人。それで，企業へ２００万円の家賃を払ってあそこを借りているのです。そういうもの
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は対象外にならないでしょう，まず。施設はたくさん空いているのだから移ればいいわけ

だから。そういうことを，私は財政再建の折，財政再建というものは厳しいところから手

をつけないと駄目ですよと，あの折に言っているのです，委員会か何かで。公共団体だか

ら公平性が基本です。公平にやる，物事は。あれは有力者がかんでいるから後へ置いてお

こうというようなことではなく，私はそういうところへは特に発言していく癖になってお

りますので。ぜひそういうところへ手をつければあとは楽なのです。

それで，私は前も言ったように昭和４０年から６０年まで金融業の県の許可をもらって

やっておりましたので，大阪のほうまでずっと企業を見て回っておりますので，企業を再

生させるといったら，当時は交際費と手形の禁止です，手形発行の。手形決済が主だった

が。切る折には紙にぽんと判を押せばいいので，数字を押せばいいのだから楽に切ってい

るのだが，回ってくる折には倒産の引き金になる。

そういうことで，竹原市は公平によくやっている，これならしようがない，うちもやら

なくてはというような，それをやるためにはそういう厳しいところから，権力者がやって

いるからあれは手をつけないのよというような，そんな生ぬるいことをしていたら財政再

建なんかできないのよ。来年また災害でも来たらまた金が要るのだから。

それで，去年の災害は３分の２でしょ。だから，３分の１は市分でしょう。そういう面

を考えると，財政再建というのは休みなく毎年毎年切り込んでいかないと安定した行政運

営はできないのです。そういう面について，市長，もうちょっと全体を見て，それで総合

的に。市長は任期４年間ですから，１年目はこれとこれをやるのだということを，１期目

もそうだし，今回もそうだし，市長の文章を見ているとなかなかこれをやるのだなという

ような実感が湧いてこないのです。東広島の市長がこの前報道インタビューで選挙当選し

て３日目か４日目にやっている。これは，ああ，こうだなといって。あそこらは庁舎なん

かはみんな済んでおりますので，こういう答えが即出てくるのでしょうが，一番大きな活

字は黒瀬川の治水強化をやると，選挙についても短期間で５，６００人の票が非常に重み

があると，どこにそういう自分の政策の失敗があったのかというようなことをちゃっと書

いている。県の副知事をやられたぐらいだから。それから，これを読んでいると即断でき

るということは市長は現地をよく知っているということです。そこらは非常に大事なのだ

と思うのです。

ちょっと変わりますが，退職された３名を去年再任用された。市長答弁は知見を生かす

というようなありふれた言葉です。だが，当時はまだ職員の給料まで減額されていたの
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で，私なら３名を雇うよりは新陳代謝の意味もあって学卒の竹原市の住民を３人のうち２

人でも雇います，３人やめて。そうすれば，ここへ将来的には４人になる可能性もある，

６人になる可能性もある，竹原市の住民を雇えば。私は，そういうことのほうがはるかに

竹原市の，僅かではありますが人口減少の歯止めにもなるのではないかというように思い

ます。

今朝も，２階の課長さん達とも話をしていたのですが，発電所の関連事業としてあそこ

の荒れ地を５００坪ほど買うというような今交渉をしておりますが，そういうことをやる

ためには，竹原吉名線の県道なんか非常に必要になってくるのです。だから，そういうこ

とを市長，もうちょっといろんな分野で，例えば県土木なんかでも今３分割して３分野に

集約しようかというような話が出ているのです。どこも人がいないようになっているか

ら。働く人間もいないようになる。災害だといったら広域で協力し合おうというような構

想が今県でも出てきているのです。だから，そういう時代になってきているのだからそう

いう思い切った発想をして，３人雇うと市長の同級生だ，あるいは同年生だといって悪口

を言われるだけだから誰も喜ばない，市民は。それよりは，３人やめて２人でも竹原市の

子供を市役所でも雇えばいい。ここで結婚すれば４人になる。そういう人口減というの

は，竹原市なんかはもう企業が来るような予定はないわけだから。単一来ても従業員１人

かというようなことだから，一つ企業が来たら関連企業が来るのだから，今そういうこと

の思いがあって私も土地を一生懸命探して，よくよく現地見て，昨日は公図も皆調べて段

取りしているのです。それには，道路というのは基本なのです。この道路だけはどのよう

な大きなゼネコンでもできないわけだから。行政がやらないとできないの。だから，ブド

ウ畑のほうでも市長，一遍ゆっくり見て歩いてみなさい。ああ，ここに１本幹線道路を引

いたら，この周辺で将来何かやろうと思っても楽だと。道路がなかったら絶対来ませんか

ら。そういう面では，ぜひとも市長が率先して現地を見て，それから現地の関係者と意見

交換しながらやらないと，市長１期目と同じような轍を踏むようなことになっても困るの

で，その点を最後に市長にお伺いしておきます。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） ２期目に当たっての所信表明を，先般の臨時会でさせていただきま

した。その中には，一定な今期に向かっての方向性でありますとか，そのようなものを表

明させていただいております。また，加えまして今回の定例会，令和４年度の予算，御審

議をいただくわけでございますが，その中にも竹原市の今必要な事業等について盛り込ま
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せていただいております。それらを総合的に推進することによって，竹原市の持続可能な

行財政運営を進めていくことに一定には資するというふうに考えております。一方で，

様々な課題がまだまだ蓄積されているこの状況にある中，様々な御意見をいただく中で取

り組むべき新たな項目も発生してこようと思いますし，今までなかなか踏み込めてなかっ

た取組についても新たな視点を持って取り組むということがこの２期目に課せられた私へ

の命題ではなかろうかというふうに思っておりますので，今まさに目の前にある解決すべ

き事項を最優先に市民の皆様の安全・安心，またはにぎわいのある元気な竹原市の創造に

向けて今後も取り組んでまいりたいというふうに思っております。

議長（大川弘雄君） 以上をもって１３番宇野武則議員の一般質問を終結いたします。

議事の都合により，午後１時まで休憩いたします。

午前１１時３１分 休憩

午後 １時００分 再開

〔議長交代〕

副議長（山元経穂君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

午前中に引き続き一般質問を行います。

質問順位２番，今田佳男議員の登壇を許します。

３番（今田佳男君） それでは，一般質問をさせていただきます。

令和４年第１回竹原市議会定例会，快政会の今田です。よろしくお願いします。

今回は，子供たちをデジタル依存にしないための対策についてと空き家の活用について

の２点で質問をさせていただきます。

子供たちをデジタル依存にしないための対策について。

先日，タネットで「竹原学校教育～現在とその先～」という番組が放送されました。そ

の中で，教育長は携帯電話，スマートフォンやコンピューターの使い方について，家の人

と約束したことを守っていますか，ふだん１日当たりどれぐらいの時間テレビゲームをし

ますかという質問調査の結果を説明されました。児童生徒が長時間オンラインゲームをす

ることで生活のリズムが乱れることに不安を持つ保護者から相談を受けることが増えてお

り，今回子供たちをデジタル依存にしない対策について質問します。

文部科学省は，「学校における携帯電話の取扱い等について」という通知を出していま

す。その中では，小学校，中学校とも学校における教育活動に直接必要のないものである

ことから，学校への持込みについては原則禁止とするべきであるとされています。竹原市
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では，各学校ごとに生徒指導規程を設けていますが，携帯電話の取扱い等についてどのよ

うに指導されているのでしょうか。また，家庭や地域に対する働きかけについては，学

校，家庭，地域が連携し，身近な大人が児童生徒を見守る体制づくりを行う必要があると

されています。

２０１４年に愛知県刈谷市が小中学校の家庭を対象に子供のスマホなどを夜９時以降は

保護者が預かるように要請したことがきっかけで，香川県のさぬきっ子の約束，福井県の

ふくいスマートルールのように統一ルールをつくる自治体もあります。

広島市では，小中学生を対象に午後９時以降は送信しない，遅くとも１０時までには電

源を切る１０オフ運動を展開しています。学校と家庭との連携についてはどのようにお考

えでしょうか。

文部科学省が実施した調査で，公立小中高校で教員が計画どおりに配置されていない，

教員不足の実態が報道されました。教員に欠員が生じてもすぐには補充できないなどの状

況があるようです。学校現場の教員は多忙であり，欠員を補充できなければ子供たちの安

心・安全な学校生活が保障できません。竹原市の状況はいかがでしょうか。

広島市では，１０オフ運動と同時に広島市電子メディア協議会が実施する出前講座を開

催しています。民間の力を公教育に還流させる取組を積極的に進めている大東市では，プ

ログラミング教育で民間企業と連携するなどしています。ＩＣＴ教育に人材の確保が難し

い竹原市でも民間の力を活用することを検討すべきと思います。お考えをお聞かせくださ

い。

次に，空き家の活用について伺います。

竹原市内では空き家は急増しており，早急に対策を検討すべきと思います。

市のホームページを見ると，空き家の相談窓口体制について適正管理や管理不全は都市

整備課，活用は都市整備課，産業振興課または企画政策課などと相談内容で窓口が異なり

ます。担当課が連携することにはなっていますが，相談窓口は１つにすべきではないでし

ょうか。私は，今まで何度か相談窓口体制の一本化を提案してきました。相談窓口を１つ

にすれば，市民サービスの向上につながるだけでなく，行政が市内の空き家に関する情報

を一元管理することが可能となり，今後の計画，対策ができやすいと思います。御検討く

ださい。

空き家バンクの相談件数などはどのような状況でしょうか。空き家バンク活用制度要綱

などを作成している自治体もありますが，竹原市ではどうでしょうか。奈良県明日香村の
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明日香村空き家等活用バンク制度要綱では，対象となる空き家を現に使用していない（近

く使用しなくなる予定のものを含む）建物としています。空き家化の予防も重要であり，

要綱をつくるとすれば参考にすべきと考えます。

単身高齢者の数が６５歳以上に占める割合を示す高齢者独居率が新聞報道されました。

２０２０年度時点で，竹原市の単身高齢者は１，９９１人，６５歳以上人口は１万８２人

で，高齢者独居率は１９．７％です。これらのうち相当数が近い将来空き家になる可能性

が高いと思います。今後の空き家戸数がどのようになると見通されていますか。

高齢者同居率が９．６％と低い兵庫県多可町では，親や祖父母をサポートし，お互いに

協力し合って生活するために，同居もしくは近居をすることを目的として，住宅を新築，

増改築する費用の一部を助成する，あったか家族多世代住宅助成事業で成果を上げている

ようです。奈良県広陵町では３世代ファミリー定住支援事業を実施しています。竹原市で

も同様な事業を検討して，多世代の同居または近居を推進できないでしょうか。

市長は所信表明で，竹原らしさを感じるまちづくりによる活力，にぎわいの創出につい

て，関係人口や移住・定住人口の拡大に向けた総合的な取組を推進してまいりますと述べ

られました。積極的に移住を推進している徳島県神山町では，神山町移住交流支援センタ

ーが活用可能な住宅を事前に登録する仕組み，お家長生きプロジェクトを実施し，移住を

希望する方々に対応して成果を上げているようです。今後，空き家を活用した移住対策事

業を検討すべきではないでしょうか。お考えをお聞かせください。

以上で壇上での質問を終わります。

副議長（山元経穂君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 今田議員の質問にお答えいたします。

１点目の子供のデジタル依存対策についての御質問につきましては，後ほど教育長がお

答えいたします。

２点目の空き家の活用についての御質問でございます。

本市の空き家対策につきましては，現在，空き家化の抑制と活用も含めた総合的な対策

を都市整備課が，利活用の取組のうち空き家バンク制度を産業振興課が所掌し，連携をし

て対応しておりますが，空き家の利用を希望される方が物件探しから改修等助成制度の利

用までスムーズに相談できるよう，令和４年度からは空き家バンク制度を都市整備課に集

約し，相談者の利便性の向上を図ることとしております。
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空き家バンク制度につきましては，空き家の有効活用を通じて定住の促進による地域の

活性化等を図るため，平成２１年４月１日に空き家バンクの実施について必要な事項を定

める空き家バンク実施要綱を制定し取組を開始しており，空き家となることを予防する観

点から現に居住していない建物に加え，近く居住しなくなる予定の建物も含めて運用して

いるところであります。

これまでの空き家バンク制度の実績につきましては，相談件数が６０６件，物件の登録

件数は１１７件で，うち成約件数は８１件となっており，令和２年度においては，相談件

数が１０８件，物件の登録件数は２５件，うち成約件数は１７件で，徐々に増加している

ところであり，引き続き空き家バンク制度の活用について周知を図り，空き家の有効活用

を促進してまいります。

本市の空き家戸数につきましては，平成３０年住宅・土地統計調査では，賃貸用等を除

いて２，２９０戸となっており，今後も人口減少や高齢化等の進展に伴い，何ら対策を講

じなければ空き家は一層増加することが見込まれております。

現時点では，空き家バンクに登録された物件以外の情報を把握できていない状況にあり

ますが，令和４年度はこれまで受けてきた移住相談で，相談者の希望にかなう物件の情報

が十分に提供できず，移住に至らなかったケースが多くあることから，移住希望者のニー

ズに合致した物件情報の充実を図るため，空き家の所在や老朽化の度合いなどを調査，把

握し，物件の掘り起こしを行うこととしております。

こうした調査の結果を踏まえ，他の自治体の事例や移住相談者の意見なども参考にしな

がら，例えば移住希望者が竹原暮らしを体験できるお試し住宅に空き家を活用するなど，

新たな移住・定住促進に向けた取組を検討してまいりたいと考えております。

以上，私からの答弁といたします。

副議長（山元経穂君） 教育長。

教育長（高田英弘君） 今田議員の質問にお答えいたします。

１点目の子供のデジタル依存対策についての御質問でございます。

各学校における携帯電話の取扱いにつきましては，携帯電話は学校における教育活動に

直接必要のないものであることから，全ての学校において持込みを原則禁止することを生

徒指導規程に定め，児童生徒及び保護者に周知するとともに児童生徒への指導を行ってい

るところであります。

ただし，それぞれの児童生徒における特別な事情を考慮して，申請に基づき学校が承認
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した場合に限り，例外的に持込みを認めております。

子供をデジタル依存から守るために必要な学校と家庭との連携につきましては，保護者

がその利便性や危険性を十分に理解した上で，各家庭において携帯電話を児童生徒に持た

せるかどうか判断することが重要であるとともに，携帯電話を持たせる場合においては，

家庭でルールづくりを行うなど，適切な環境整備が必要であると考えております。

また，パソコンやタブレット，ゲーム機などインターネットにアクセスできるデジタル

機器の使用についても，児童生徒が適切に利用時間や利用方法を判断し，学習面や生活面

をサポートする道具として上手に活用できるよう，発達段階に合わせて情報活用能力を育

成していく必要性もあると考えております。

こうしたことから，市内の全学校においては，携帯電話の家庭での使用ルールや利用時

間制限の設定方法，ＳＮＳの危険性などについて啓発を行う保護者対象の携帯安全教室を

開催するとともに，デジタル機器との関わり方について児童生徒自らが考え，ツールとし

て選択し，効果的に活用できるよう指導を行っているところであります。

竹原市立学校における教職員の状況につきましては，昨年４月の時点におきましては教

職員の未配置はありませんでしたが，令和４年２月１日現在では，教職員の病気休暇等の

取得に伴い，広島県教育委員会から加配定数として措置された教職員等が２名未配置の状

況となっております。

この未配置への対応として，非常勤講師の任用や校内体制で補うことにより，教育活動

に支障は生じておりませんが，加配措置による効果は十分に発揮できていない状況にある

ことから，現在各方面へ働きかけながら教職員の確保に取り組んでいるところでありま

す。今後におきましても，広島県教育委員会と連携を図りながら，適切に教職員が配置さ

れるよう取り組んでまいります。

ＩＣＴ教育における民間の活用につきましては，ＩＣＴ教育の推進には専門的な知識が

必要なことから，企業やＮＰＯ法人などの団体と積極的に連携し，協力を得ることが有効

であると認識しております。こうしたことから，ＮＰＯ法人や民間企業と連携し，プログ

ラミング教材の活用やプログラミング的思考の育成などについて教職員研修を開催し，Ｉ

ＣＴ教育に必要な人材育成を図るほか，プログラミング教材の貸与や使用方法についても

協力や支援を得ているところであります。

民間企業等との連携や協力の形態につきましては，ゲストティーチャーとして直接児童

生徒の指導を行ってもらうことや授業における教員への支援など，多様な方法が考えられ
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ることから，今後におきましても学校の実態等を踏まえた様々な手法の導入を検討しなが

らＩＣＴ教育の推進に引き続き取り組んでまいります。

以上，答弁といたします。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） それでは，再質問をさせていただきます。

まず，子供たちのデジタル依存ということで，最初に申し上げたように，タネットで教

育長が出られて，それを見まして，今ＹｏｕＴｕｂｅでも見られるような状態に，前編と

後編と分かれて丁寧に現状とそれから今後の課題とかということを説明されて，非常に中

身のある放送だと思いました。ただ，一番最後のほうだったと思うのですけども，子供た

ちがゲームとかそういったもので１日３時間ぐらいそういうことをしていると，これは課

題として大変危惧しているような発言もたしかあったと思います。町なかで保護者と話を

しますと，非常に対応に困っていると，夜遅くやるから朝が起きれない，特にコロナで休

業とか，それから特に休暇明けになってくるとゲームなんかの関係で体調が崩れると，ひ

どい場合は学校にも行きたくないというようなことを言われるということも聞いたりし

て，非常に不安というか感じましたので，今回こういう質問をさせていただきます。

最初に，持込禁止，学校へはスマートフォンの持込みを指導があって禁止していますと

いう，原則という言葉がついてて，原則禁止ということだそうで，ただしそれぞれの児童

生徒における特別な事情を考慮して，申請に基づき学校が承認した場合に限り，例外的に

持込みを認めております。何件かこういった事例があるのだと思うのですけれども，どう

いった事例が今までにあるか，分かる範囲で教えていただけますか。

副議長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 携帯電話の学校の持込みに関して，例外的な取扱

い，どんな事例があるかという御質問でございますが，非常にデリケートな事情がある場

合が多くて，具体的な事例紹介につきましては答弁のほうを差し控えさせていただければ

と思うのですけど，これまでの例といたしましては，複雑な家庭の事情によって登下校に

不安があるといった場合，そういった場合がございました。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 言われるように特例になるので，そういった場合はちゃんと学校の

ほうで，保護者のほうから申請があって，事情を考慮して学校が認めるということで，基
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本的には持込みは禁止だから，普通は持っていないのが当たり前ですということですね。

それで，家庭とそういう関係になって，今度家庭に対する働きかけということで伺って

いるのですけれども，携帯電話を持たせる場合においては家庭でルールづくりと。基本的

には家庭だと思うのですよね。他市の事例をいろいろ今回調べたのですけれども，こうい

った質問は議員のほうが教育委員会に対してスマートフォンに関係したことで質問したと

いう事例があったそうです。教育委員会の御答弁は，それはスマートフォンは御家庭の問

題だから御家庭で考えていただかないと仕方がないというような，そういった答弁があり

ましたという，そういう事例を聞いたので，竹原の場合はどうかなということで。ただ，

家庭でのルールづくりなのですけれども，ルールを守らないのは子供が悪いとか，いろい

ろあるのですけれども，さっきの話ではないですけど，子供が学校に行きたがらないとか

いろんな問題があった場合に，学校現場でも実際困っている実態もあると思うので，単に

家庭でルールづくりということだけではない適切な対応が私は必要だと思います。

学校と保護者が連携して，他市の例を挙げましたけれども，広島市の１０オフ運動なん

かも学校と地域とが連携してそういったルールをみんなでつくろうではないかというとこ

ろからいっているわけなのですが，そういったことを教育委員会のほうから持ちかけでも

して，皆さんで一回考えましょうと，これはもう課題ですよというふうなことをしていた

だいて，今から年度替わりになります，ＰＴＡの会合とかいろんなことの回数も増えて，

相談できる場合も多いと思うのですが，そういった学校とそういった保護者との共通した

ルールづくりということを検討されることはないですか。

副議長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 学校と保護者が連携してルールづくりの必要性とい

う御質問でございますが，多くの児童生徒たちがスマートフォンでございますとかゲーム

機とかインターネット接続ができる機器を簡単に手にすることができる，そういった時代

となっております。それに伴いまして，議員が危惧されているような生活習慣の乱れから

学校生活への影響があるとか，またネットでのいじめ等の問題とか個人情報の流出とか，

見知らぬ人との出会いによるトラブル，様々な問題，また危険などの被害が子供たちに生

じていく，そういう可能性については十分あると認識しております。

こうした被害から児童生徒たちを守るためにも，スマートフォンなどの機器を使用する

ことによるリスクを児童生徒も保護者もしっかりと認識した上で利用に関するルールづく

りをする，それが重要だと考えております。そのためには学校と保護者が連携することも
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必要だと，そのように考えております。

スマートフォンなどの利用に関するルールづくりでございますが，保護者の方に学校と

家庭のそれぞれに役割があることを認識していただく必要から，スマートフォンの利用に

ついて家庭内でのルールづくりの必要性でございますとか，こうしたルールづくりを行う

際には大人が一方的に決めるのではなく，子供と保護者がしっかり話し合って決めるこ

と，そういったことが重要であることなど，しっかり啓発を行うことなどで連携を図って

いるところでございます。

いずれにいたしましても，特に保護者の方におかれましては，さきに述べたように，多

くの児童生徒がインターネットに接続できる機器を簡単に手にすることができる時代とな

っている，そういったことを踏まえて，スマートフォンなどの名義人は保護者であるこ

と，また児童生徒等がスマートフォンを使用する時間帯，その多くが家庭内いわゆる保護

者の方の管理下であるということをしっかり自覚をしていただく必要があると，そのよう

に考えております。

以上です。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） どうしても保護者の理解を得ないと難しいと思うのです。ただ，家

庭の問題だと言ったらそれまでなのですけど，親子で話をしてこういうふうにしようねと

言ってもなかなか正直守ってくれないという，多くではないですよ，そういった子が体調

を崩したりとかというような事例もあるので，何か方法がないかなというふうな思いがあ

ります。

それで，御答弁の中に，児童生徒自らが考えという言葉が出てくるのです。ツールとし

て大変重要なものだと，今の子供たちが大きくなったときにこれをツールとして使えない

ということになってくると，職業も制限されてくる，非常に生き方がつらい時代に間違い

なくなると思うのです。だから，そういうことは必要で，それは理解していただいてて，

どんどん情報活用能力を育成していく必要もあるということも答弁であります。

同時に，児童生徒自らが考えてと，先ほど保護者のほうというのがありましたけれど

も，児童生徒自ら考えてという言葉があるのですけれども，例えばこういった事例が，ど

ういった指導をされて，こういった生徒自らが考えて自分たちでしようではないかとかと

いうような事例があれば教えてください。

副議長（山元経穂君） 教育次長。



- 73 -

教育委員会教育次長（沖本 太君） 児童生徒が自ら考えるため，事例ということでござ

いますが，ネット依存ですとかネットトラブルなどの問題につきまして，児童生徒自身が

課題意識を持ってデジタル機器とどのように関わるべきかを考えて，自主的な取組につな

がることを意識した，そういった指導をしているところでございます。

例えば，事例ということで御紹介させていただきますと，吉名学園におきましては，メ

ディアと関わる時間が長いという，そういった自分たちの学校の実態について児童生徒自

身がそこに問題意識を持ちまして，メディアとの関わり方を考え，児童生徒等が考えた吉

名メディア信条という４か条の約束事をつくっているというそういった事例がございま

す。

また，このメディア信条につきましては，児童生徒が主体的に学校運営協議会のほうで

報告をしたりですとか，学校通信で発信したりするなどして，地域や保護者を巻き込む形

での取組となっていると，そのように把握しております。

児童生徒たちが急速に進展するこういった情報化社会の変化に適切に対応できるよう

に，こうした取組事例を他の学区へも波及させることも視野に入れながら，また児童生徒

自身がデジタル機器の使用方法について考え，適切に活用する力，そういったものを育ん

でいく，そういった取組を進めてまいりたいと，そのように考えております。

以上です。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 今の１つ前の御答弁で，親が子供の意見を聞かずに決まりをつくる

のはどうかというふうな内容の御答弁だったと思うのです。だから，約束をつくるのに子

供が納得した約束をつくるという，２つ続けて出てくるのですけれども，今のような事例

があれば，地域も巻き込んでというお話にもなっていましたから，できればいろんなとこ

ろに紹介していただいて広げていただくような事例でないかと思うので，そこは検討して

いただきたいと思います。

次に，教員の不足のことをデジタルの中で聞いたのですけれども，教員が不足とかとい

うことになってくると，いろんな仕事，こういったことにも対応が難しいだろうというこ

とがありましたので，間を入れて質問に入れさせていただきました。

御答弁の中にちょっと分かりにくいことがありまして，教員の配置については教職員の

未配置はありませんと。広島県教育委員会から加配定数として措置された教職員等が２名

未配置の状況になっていますと。知らない人が聞くと非常に分かりにくい御答弁になって
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いるのですけど，私が解釈するのに，普通は例えば生徒の数とかということで県のほうか

ら教職員の数はある程度決まってくると。個々の学校で，恐らく校長先生の指導の下だと

思うのですけれども，特にこういった授業をしたいと，重点的にこういった授業をしたい

ということに対して，教員を要望して了解をいただいて別に教員を加配していただくと，

こういう２つになるのではないかと思うのです。これで合っていますか。

副議長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 教職員の配置についてでございますが，おおむね議

員が御理解されているとおりでございます。

教職員の配置につきましては，ちょっと長いのですが，「公立義務教育諸学校の学級編

制及び教職員定数の標準に関する法律」いわゆる標準法と呼ばれておりますが，そういっ

た法律に基づきまして学級数等に応じて一定のルールで算定された基礎定数として配置さ

れる教職員，それと政策目的に応じて配置される加配定数として配置される教職員，そう

いった２種類がございます。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） ルールはそういうルールになっていて，未配置はないですよと，加

配定数で，要するにこちらのほうに２名欠員があるという状態で，今の校長先生というか

学校の教育の方針として新しくこういうことをやりたいと思って加配の先生を受け入れる

というか，それで恐らく年間計画を組んでいるのではないかと思うのです。だから，それ

でやろうと言っているところで２人足りないということ，これは事実だと思うのです。だ

から，何とか回っていますよと，教育活動に支障は生じておりませんがという，加配措置

による効果は十分に発揮できない状況という，非常に慎重な言い回しになっているのです

けれども，これは十分いけないところがあるのだと思うので，恐らく県教委と相談という

ことになると思うのです。これは早急に，特に年度も変わりますし，解決していただくよ

うに要望していただきたいと思いますが，どうでしょうか。

副議長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 今回の教職員の今年度の配置のことについて，もっ

と分かりやすく改めて御答弁させていただこうと思うのですけど，令和３年４月時点の教

職員のうち教諭等の配置につきましては，先ほど答弁をいたしました標準法に基づいた基

礎定数として算出された小学校，中学校，義務教育学校を合わせた教員数，それは１０３
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名ということであって，その１０３名に対して配置された教員数は１０３名ということ

で，不足はない配置状況でございました。また，そうした配置に加えまして，教育効果を

上げるための加配定数として配置された教員，それが１７名であったということでござい

ます。年度当初はそうした不足のない配置状況でございましたが，基礎定数として配置さ

れた１０３名の教員のうち２名が長期の休暇等を取得したということで，加配定数として

配置された１７名のうちの２名をその補充として配置転換をして対応したということでご

ざいます。

こうしたことから，冒頭の教育長の答弁にもございましたように，通常の教育活動には

支障は生じてはないが，当初想定していた加配措置による効果，そういったものが十分発

揮できていないような状況にあるということが今年度の教員の配置の状況の詳しいところ

でございます。

そうしたことを踏まえまして，広島県教育委員会との連携ということでございますが，

最近，教員の不足についてということがメディアからも報道されました。教員の不足につ

いてということで，全般的を通して御答弁させていただきますと，本市に限らず教員の不

足については全国的な課題として生じている状況にあるということで，その理由について

は産休，育休取得者の増とか病休取得者の増，特別支援学級の増などがございます。

また，これまで教員採用試験を受けたものの採用に至らなかった教員志望者らを臨時的

任用職員として採用して不足分を補充しておりましたが，志望者の減少によってそうした

臨時採用できる教員も減少しており，補充するための教員確保も非常に困難な状況にある

という現実がございます。

こうしたことから，常日頃から広島県教育委員会のほうとは連携を図りながら，臨時的

任用職員の登録者の情報提供，そういったものを求めるとともに，臨時的任用職員の確保

に関しまして弾力的な任用ができるよう協議を継続的に行うなど，人材確保に向けて取り

組んでいるところでございます。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） いろいろあると思うのですけれども，何とか足りるようにやっても

らいたいと，これは本音なので頑張って，現場は大変ですから。加配の方がおられてそれ

を補充するといっても１人でも抜けると大変だと思うのです。だから，そこのところは分

かっていただいて一生懸命対応していただきたいという思いでありますので，よろしくお
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願いします。

あと，最後に民間活用についていろいろ質問させていただきまして，ぜひ推進してほし

いと。今，ＩＣＴの支援員の方もおられて，真面目な方で一生懸命やっていただいている

のは分かるのですけれども，どんどんどんどん複雑になっていって，恐らく僕は１人では

きついのではないかなといつも思っているのですけれども，何かの形で民間を活用するこ

とでそういった方の援助，それから教職員の援助，当然それをすることによって，一番メ

リットを受けるのは子供たちなので，そこのところは含んでやっていただきたいと思いま

す。

最近，市内へ廃校利用で進出した企業それからサテライトオフィスで進出した企業等も

あります。こういったところともっと連携を深めて，民間と連携して，民間を活用すると

いうところをぜひ進めてもらいたいと思うのですが，この点についてはどうでしょうか。

副議長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 民間企業との連携という御質問でございますが，こ

れまでも本市においては，ＩＣＴ活用教育を推進する中で，企業でございますとかＮＰＯ

法人，そういったところから講師を招聘して研修を行うなど民間事業者が持つ専門性の活

用，そういったものを図ってまいりました。ただ，今年度からＧＩＧＡスクール構想の本

格的な推進が始まりまして，よりそういった民間事業者が持つ専門性の活用については必

要な状況にあるのではないかと，そのように認識しているところでございます。

こうしたことから，市内に拠点を置いている先ほど御紹介いただいたような企業がござ

いますので，そういった企業としっかり積極的に連携して，協力をいただけるように取り

組んでまいりたいと，そのように考えております。具体的な方法につきましては，冒頭の

教育長の答弁にもございましたように，多様な方法が考えられますので，学校の実態，ニ

ーズ，そういったものを踏まえながら検討してまいりたいと，そのように考えておりま

す。

以上です。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 今回はこういうふうな質問をさせていただいて，３時間くらいゲー

ムをするというようなところから始まって，保護者に話を聞くとうちも困っているのよと

いうふうな話が出て，デジタル依存ということで聞いていますからゲームに限定したこと

にはならないのですけども，私は苦い思い出がありまして，子供が小学生のときに，朝６
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時頃起きると，もう子供が起きて，当時テレビゲームですけど，テレビゲームをやってい

たのです。ということは，６時に起きてやっていたということは何時から起きてやってい

たのかと。頭にきて，根が短気なものですから中に入っているＣＤを出せと，出させて目

の前でバリッとやってしまって，そのときの子供の情けない悲しそうな顔を今でも覚えて

いるのです。だから，こういうことは今の御家庭でもどこかにあるのかなと思ったりして

いまして，このままではいけない，何とかならないかと，こういう質問をさせていただき

ました。

最後に，教育長に，子供たちをデジタル依存にしないということについては，どのよう

なことが大切で，今次長もかなり答弁していただきましたけれども，今後いろいろ相談と

いうかやっていただくということがあればお答え願いたいと思います。

副議長（山元経穂君） 教育長。

教育長（高田英弘君） 教育次長のほうで触れていただいたので，ちょっと私の実態のほ

うを言わせていただきますと，次長が説明しましたように，学校へ配当される定数という

のは基礎定数といって，これは児童生徒数に応じて配当されるものがある。加配定数とい

うのは，これは校長がくださいって言って簡単にもらえるものではなくて，学校が実績を

出しているようなところにぜひこの上に定数を渡すので，しっかり研究して発信してほし

いという，こういう定数でございまして，この基礎定数というのが欠けますと担任がいな

いような状況で，学校教育が立ち行かない状況になる。加配定数というのは，全員そろっ

ていればそれに応じて研究とかさらに手厚い教育ができるわけですが，仮になくても学校

運営はできる。その加配定数のほうが今２名欠けているという状況で，議員御指摘のとお

り，今県教委と連携しながら取り組んでいるわけですけども，全国的にこの教員の不足と

いうのはマスコミ等も取り上げてくれていますが，非常に厳しいものがありまして，この

２名についても今ハローワークのほうにも出しておりますし，大学との連携も教育委員会

としてやっていたり，あるいは退職された方にお声がけされながらもう一回ちょっとやっ

てもらえませんかというようなこともしつつ，何とか確保していっているのですが，私が

この担当を県でしておった２５年ぐらい前は非常に潤沢な候補者を持っていまして，この

学校にはこの人が適しているなというように渡せていたのですが，今は県教委からは全く

紹介もないような状況，そういう中で担当者が夜あるいは休日も返上して電話戦術でどこ

かに候補者がいないだろうかというようなことで，苦労しているような実態がどこでもあ

るのですけども，それにかまけて何もしないというのではなくて，しっかり把握するよう
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にしてまいりたいと思っております。

さて，スマートフォン，テレビゲームに関することでございますが，今日取り上げてい

ただいた部分で言いますと，全国学力・学習状況調査の質問紙調査というのがあるのであ

りますが，その中で様々な質問をしている中で，竹原の子供たちは非常によく頑張ってい

て，例えば地域行事に参加しているとか夢を持っているとかあるいは地域の課題を解決し

たいと思っているとかというのは，県とか全国の平均を超えた非常に高いものを，志を持

っています。そういう中で，どうしても気になりましたのが，今日御指摘をいただいた１

日３時間以上，家でテレビゲームをしている，これは学校へ行く日です，月曜から金曜の

間３時間以上のテレビゲームなんかをしているのが，小学校，中学校でも４０％近くて，

それは県や国を超えている，県や国よりも悪い状況という，これに関連して，小学校，中

学校とも約３割の子供が我が家のルールを守っていないという，こういうことがありまし

たので，ちょうどタネットに出演させていただくときが冬休みの前でございましたから，

そういったことの説明をさせていただきながら年末年始に御家族でお顔を合わせられる機

会に家族で考えていただきたいという，こういう意味でお願いをしたところでございま

す。

広島県には，携帯電話の問題から子どもを守ろう運動というのが平成２０年に設立され

まして，構成団体は我々市町教育長会，小・中高等学校長会，小中高のＰＴＡ連合会，こ

れが構成団体としてございまして，平成２１年には最初保護者宛の啓発資料ということ

で，保護者は子供の携帯電話に責任を持ちましょうと，使うのならスマホルール，携帯ル

ールをつくりましょうと。学校のほうは，携帯電話の持込みをやめましょうと，あるいは

情報モラル教育を徹底しましょうと，こういうことが徹底されて平成２６年には今度は９

時以降はスマートフォンをかけるようなことを止めよう，こういうことを申し合わせて取

り組んできていまして，これは現在も続いていまして，今の段階では，学校では発達段階

に応じた情報リテラシー，情報モラル教育をしようと，学校ではスマホ問題について，議

員御指摘のように主体的に考える機会を与えようと。そして，家庭の役割と責任というこ

とでいえば，我が家のスマホルールを作成し，スマホの使用について責任を持たせよう

と，あるいは子供のスマホ等の使用及び管理については保護者が責任を持とうと。こうい

うことを構成団体で確認しながらやってきているところであります。

これらが，今日私あるいは教育次長が答弁をさせていただきました取組のベースになっ

ているわけでございますが，このことを提案はしているわけですけども，それぞれの主体
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がそこをきちっと実行していくということが重要であるわけで，特に今は学校と家庭との

役割，責任の分担というのを明確にしながら取り組んでいるわけでございますが，それは

責任を押しつけるのではなくて，協力しながらこの問題を解決しようという取組でござい

ます。

こういった中，本日の御質問につきましては，市内の学校や家庭のそれぞれの取組であ

るとか役割とか責任が本当に適切にとられているのかという，そういう課題をまさに炯眼

に御指摘いただいたものというふうに私は認識をしております。

したがいまして，この機会に私のほうからももう一度，学校やＰＴＡに対して，今御紹

介いたしました教育長会，校長会，ＰＴＡで確認してきたこの携帯電話等に係る啓発活動

について再度徹底されるように要請をしてまいりたいと，このように思っております。

そして，最後でございますが，子供たちがスマホの問題について主体的に考える機会を

与えましょうというところが極めて重要でございまして，これだけスピードが速い時代で

変化していて，個別具体の課題も次から次へやってくる，それを大人が規制をして，その

規制にはめて何とかしようというのではもう追いつかないのは明らかなのであります。で

すから，先ほどの吉名学園でしたか，御紹介がありましたが，子供たちが自分たちの課題

意識を持って，自分たちに問いかけて主体的に取り組んでいく，そういう力こそ身につけ

ていけるようなことを，これも保護者と学校がしっかり共有しながら一緒になって取り組

んでいく，こういうことが肝要であると思っておりますので，新学期を迎える時期でござ

いますから，ＰＴＡ総会等々ありますので，そういう機会を利用してお互いに呼びかけて

いけるようなそういった要請をして取り組んでまいりたいと，こういうふうに思っており

ますので，引き続きそういったことを学校と家庭で頑張っていこうと思いますので，よろ

しくお願いいたします。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 連携でコミュニティ・スクールということもありますし，地域と連

携ということで，みんなで取り組まないとできないこともあると，個々の責任はあるけど

もやっぱりみんなで考えようということもあると思いますので，今の教育長の御答弁であ

りましたようにいろんなところで啓発活動とか，それからさっきの子供のほうから自発的

にという事例もありましたので，ぜひ積極的にいろんなことに取り組んでいただきたいと

思いますので，よろしくお願いします。

次に，空き家の活用についてでありますが，相談窓口の一本化ということで，これはず
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っと何年も何回もいろんな場面で言い続けてきまして，今回空き家バンクのほうが都市整

備課へ集約ということで，ある程度言い続けてきたことが実現するのだなというふうな気

がしております。

それで，空き家バンクの制度要綱についてですけど，私はホームページとかネットで竹

原市を探したのですけど，出てこなくて，こういう問いかけをさせていただきました。

他市の自治体の事例で，実際に空き家になっている物件だけでなく，今からもうすぐ空

き家になりそうな物件も登録してというふうな事例があったので，竹原はどうかなという

ことで聞かせていただきました。

さっき申し上げたように，竹原市の制度要綱が見つからなかったと。制度要綱はありま

すよという御答弁なのですけど，これは公開されることがあるのか。それから，制度要綱

の中では近く居住をしなくなる予定の建物もということなのですが，今までの空き家バン

クの運用の中でそういった事例があるか，この２点についてお答えください。

副議長（山元経穂君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

まず，空き家バンクに関する要綱ということで，議員おっしゃるようにホームページ等

には掲載しておりません。内部の要綱ということの整理でございますので，他市の事例も

ございますので，今お話があったことは踏まえて対応してまいりたいと思っております。

その要綱の中でもこの空き家の定義につきましてちょっと申し上げますと，個人が居住

を目的として建築し，現に居住していない，この中には近く居住しなくなる予定のものを

含むと，そういった市内に存在する建物をいっております。御答弁の中で申しております

ように，この近く居住しなくなる予定の建物ということでございまして，こちらの建物に

係る相談等につきまして，これまで数件事例がございました。その事例につきましては，

賃貸借中の建物につきまして，住まわれている方，居住者が退去することから，退去前に

所有者の方から相談がありまして，退去後に登録されて成約いただいたものもございま

す。

また，居住者が高齢となりまして，将来居住する建物が空き家になる見込みであること

から，財産の整理に向けた相談がございました。しかしながら，この建物につきまして

は，空き家となり入居できる時期がなかなか確定できないと，こうしたことから登録には

至っていない，こういった事案もございました。

こういったこともございまして，引き続き空き家となることを予防する観点も踏まえま
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して，空き家バンク制度の活用につきまして周知を図りまして，空き家の有効活用，こち

らの促進を図ってまいりたいと思っております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 後で聞きました高齢者独居率１９．何％，お一人でお住まいの方，

近いうちに空き家になる可能性が高い御家庭ではないかという思いがあります。今伺った

のは，こういう制度を設けている自治体へ電話して聞きましたら，成約があったと。事例

としては，今現在住んでいるおうち，どういったおうちか分かりませんけれども，おうち

を空き家バンクへ登録したと，実際に売買が成立したら私は出ていきますというふうなこ

とがあって，実際成約した事例がありましたというようなことも聞いております。

今回こういう質問させていただいて，空き家バンクの登録が，現に空き家になっている

建物だけでなく，今から空き家になる可能性がある物件についても空き家バンクで相談さ

せていただけるということだと思うので，そこは今回確認できてよかったと思っておりま

す。

それから，今申しました高齢者独居率１９％，御答弁には何らかの対策を講じなければ

空き家は一層増加することが見込まれるという御答弁なのですけれども，要するに何かし

ないと，このまま普通に放置ということではないのですけれども，空き家はこのままだと

増加すると。今でも町なかとか歩きますと空き家が結構あるのですけれども，増加すると

いう御認識は持っておられるということでよろしいでしょうか。

副議長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 空き家の増加の状況に関する御質問に対してお答えいたしま

す。

市長答弁に先ほどございましたけども，人口減少ですとか高齢化等の進展に伴いまし

て，何ら対策を講じなければ空き家はより一層増加することが見込まれるということでご

ざいます。

本市におけます空き家対策につきましては，平成２９年度に空き家対策計画，こちらの

ほうを策定して，これ以降，講演会の実施ですとか空き家対策協議会の設立，法に基づく

特定空家への取組，さらには新たな支援制度の創設といったようなこと，空き家対策を計

画的に推進しているところでございます。

この中で，支援制度につきましては，空き家対策総合支援事業ということで令和２年度
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から予算措置をしておりまして，市外からの移住者の方への改修支援ですとか，老朽化が

著しい空き家の除却支援，こういったものを対処しておりまして，着実に実績を積み重ね

てきているところでございます。今回の新年度予算案にも引き続き計上しているというと

ころで取り組んでおります。

先ほどもありましたけども，来年度からは空き家バンク制度，こちらのほうを都市整備

課のほうに集約するということで，相談者の方の利便性の向上を図るということにしてお

りますので，こういった様々な方法によりまして空き家等の発生を抑制する取組，これを

進めてまいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 予防がかなり私は大事だと思うので，いろんなことをやっておられ

るのは知っておりますし，いろんな細かい積み上げて何とかやっていこうというふうな予

算にもなっているのではないかなと，特に去年ぐらいからそういう予算になっているので

はないかなということは感じております。

それで，市長の所信表明を取り上げさせていただいて，移住・定住に向けて，移住に至

らなかったケースが多くあるという，これはちょっと残念な記述だと思うのですけども，

こういう記述がある。空き家の所在や老朽化の度合いなどを調査，把握し，物件の掘り起

こしを行う，その前になかなか空き家の状況が把握できていないというような御答弁もあ

るのですけれども，今後掘り起こし等を行うということが御答弁にあるのですが，どのよ

うにして進められる，こういうふうに具体的にどこまでというのは分からないかも分かり

ませんけれども，今後どのようにされようとしているのか，お答え願います。

副議長（山元経穂君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

空き家の所在や老朽化等の把握とか，物件の掘り起こしということの御質問でございま

した。

まず，考えておりますのは，空き家の所在や老朽化などの現況把握，こちらにつきまし

ては竹原市の立地適正化計画に基づきます居住誘導区域でかつ移住を希望される方のニー

ズが高い地域，例えば町並み保存地区や忠海などの瀬戸内海沿岸を含む区域を対象といた

しまして，住宅に関する知識を有する専門の業者さんに現地調査を行うと，このように考

えております。
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その次に，この調査結果によりまして現況を把握いたしました空き家の所有者の方に対

しまして，住宅の管理実態や活用の意向につきまして確認をいたしますアンケート調査を

実施いたします。そのことによりまして，利活用可能な物件の情報を整理，収集いたした

いと考えております。

これらの調査の結果を踏まえまして，利活用が可能でかつ移住を希望される方のニーズ

が高いと見込まれる物件の所有者に対しまして空き家バンクへの登録を重点的に働きかけ

を行いまして，潜在している物件の掘り起こしを行ってまいりたいと，このように考えて

おります。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ３番今田佳男議員。

３番（今田佳男君） 移住で言いますと町並み保存地区の中の空き家へ竹細工の２人女性

が移住して入りましたけれども，これは以前にも申し上げたことがあるのですが，仏壇が

残っている，仏壇が残っていてもいいですよと，月に１回ぐらい私は仏壇を拝みに来る

と，それでもいいですか，それでもいいですよというふうな形で成約して，今２人が同居

して使わせていただいているという。だから，ちょっと感覚が違うので，大きな仏壇とか

荷物とかが問題になって空き家の活用が進まないという事例もあるのですけれども，こう

いった事例もあるということは少し含んでいていただいたら，いろんなパターンが出てく

ると思いますので，お願いしたいと思います。

それで，最後に市長に，今空き家について，それから特に移住・定住のことまで触れて

空き家の活用ということで伺いました。最後に，こういったことについて市長の思いがあ

れば伺って質問を終わりたいと思います。

副議長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 空き家対策に関しまして，様々な御質問いただき，また御提言をい

ただいたわけでございますが，空き家対策というのは大きく住宅の良好な保全をするため

にどう管理をしていくのか，またそれの実態をどう把握していくのかというのが一つあり

ますし，全国的にいう住宅ストックとそれから人口減少，少子高齢化に伴うキャパオーバ

ー的な実態にある中，都市部と地方部でやはり空き家の率また戸数というものは大きく差

が出てきているというのは，これはもう今日的日本の大きな課題というふうに認識をして

ございます。

１点目の実態把握等につきましては，今年度から来年度にかけまして竹原市の空き家等
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の対策計画の第２期計画に取り組んでおります。それに加えて，先ほど総務企画部長が説

明しました，調査をした上で，現状とそれから今後の取組，方向性についてしっかりと整

理をしていきたいというふうにも認識をしております。

一方で，どのように活用していくのかということに関しては，御紹介ありましたように

個々具体に様々なケースがございまして，あくまでもこれは個人の物件でありますので，

うまくマッチングするかどうかというのは一律にはいかない問題だというふうに認識をし

ております。今，コロナ禍はもう２年経過してまいりまして，都市部に生活される方が地

方に目を向けるというのは引き続き根強いものがあるというふうに認識してございます。

地方としては，この期に一つの空き家対策への移住誘導というものを大きな武器として，

竹原市をしっかりとプロモーション，ＰＲする中で，条件整備に向けた取組を進め，一人

でも竹原市のパートナーになっていただけるような取組を鋭意来年度以降も取り組んでま

いりたいというふうに認識をしてございます。引き続き御協力よろしくお願いしたいと思

います。

副議長（山元経穂君） 以上をもって３番今田佳男議員の一般質問を終結いたします。

議事の都合により，午後２時２０分まで休憩します。

午後２時０３分 休憩

午後２時１８分 再開

〔議長交代〕

議長（大川弘雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

引き続き一般質問を行います。

質問順位３番，竹橋和彦議員の登壇を許します。

４番（竹橋和彦君） ただいま議長より発言許可をいただきましたので，発言通告書に基

づき一般質問をさせていただきます。志政会，竹橋和彦です。

集落支援員の活用について，財政健全化に向けた取組について，２点御質問させていた

だきます。よろしくお願いします。

集落支援員の活用について。

令和３年第１回定例会一般質問において，自治会活動の再構築についての標題で，集落

支援員の活用について質問させていただきましたが，改めて質問させていただきます。

平成２０年８月の総務省通知，過疎地域等における集落対策の推進についてでは，集落

の住民が集落の問題を自らの課題として捉え，市町村がこれに十分な目配りをした上で実
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施していく方策として，集落支援員の制度が定められています。

集落支援員像は，その地域の実情に詳しく，集落対策の推進についてのノウハウ，知見

を有した人材が市から委嘱を受け，市職員と連携し，集落への目配りとして集落の巡回，

状況把握等を行います。

活動内容は，集落の点検の実施，住民と住民，住民と市町村との間で話合いを促進する

など，市町村職員や集落住民と共に集落対策を推進します。

総務省は，事業に要する経費は，集落支援員の設置，集落の点検及び話合いに要する経

費，活動費，報償費が翌年度に地方自治体に対して特別交付税として財政措置される仕組

みになっています。集落支援員１人当たりの上限，専任４３０万円，兼任４０万円です。

令和２年度の全国で専任の集落支援員設置人数１，７４６人，自治会長など兼任集落支

援員設置人数３，０７８人です。広島県では５市３町が設置されており，専任で６４名が

活躍されています。

本市における１０年後の地域の目指すべき姿は，第６次竹原市総合計画の中で，多くの

人々が地域の魅力づくり，課題解決に関わり，住みよいまちづくりが進められていると掲

げられています。

地域の自治会，集落は，居住の拠点であるとともに日々の生産活動や交流の場であり，

お互いに生活全般を支え，自然環境や文化の継承を維持し，美観保護等の公益的な役割を

果たしてきました。

しかしながら，人口減少や少子高齢化がますます進展する中で，社会構造の変化などに

より集落の過疎化，生活扶助の低下，空き家や一人暮らしの増加，耕作放棄地やリーダー

不足等の諸課題を抱え，集落機能は弱体化がますます懸念されると考えます。

第６次竹原市総合計画において，２０２８年の人口推計を２万１，０００人とされてい

ます。現在，地域で活躍されている方々は，７０歳前後の人たちです。２０２８年には彼

ら，彼女たちは８０歳を超える人たちであり，自治会，集落の維持が困難になる前の段階

から課題の把握や解決を図っていくべきだと考えます。そのためには，集落支援員を活用

され，市職員と連携し，地域の実情の把握を行い，将来の時代の変化に対応でき得る集落

の在り方について話合いを促進し，必要と認められる施策を積極的に実施していくことが

重要であると考えます。

市長は，第６次竹原市総合計画の挨拶で，市民と行政が本市の目指すべきまちの姿を共

有し，それぞれ自身の役割と責任を担いながら，地域課題を一緒に解決することにより，
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誰もが住みやすさを実感し，誇らしいと思える元気な竹原市の実現に向けたまちづくりを

しましょうと挨拶されています。

この財政的にも有利な制度を活用され，新たな視点から地域を見つめ直し，地域の活動

や暮らしの支えとなる仕組みづくりを支援することが重要であることから，行政と地域の

住民が協働し，元気な竹原市の実現に向けて推進していただきたいと存じますが，市長の

御所見を伺います。

２，財政健全化に向けた取組について。

日本国憲法第３０条，「国民は，法律の定めるところにより，納税の義務を負ふ」と憲

法上に明文化されています。

市は住民福祉の向上を図るため公共事業を提供しており，その財源は法令等に基づき住

民が負担しています。この点において，市は公共サービスを享受する住民に対して公金の

債権を有しています。

また，公金の債権の中には，一定の緩和措置，納税の猶予，免除，履行の延期の特約等

法令上規定されているものがあり，回収の権利行使に際して福祉的な観点から配慮が必要

な場合もあると考えます。

適切な公共サービスを提供する上においては，財源確保は必要であり，市債権の回収が

滞ることは，適切な公共サービスを提供する上において支障を来すだけでなく，適切に納

付している住民に対して公平性を欠き，財政の圧迫の要因にもなると考えます。

金銭給付を目的とする本市が保有する権利，地方自治法第２４０条――以下，市債権と

いいます――は，市税，国民健康保険税のほか，住宅の使用料や貸付金の償還金など，多

岐にわたります。これらの債権を適正に管理することは，市民負担の公平性の確保と円滑

な財政運営に直結すると考えます。

本市においては，竹原市財政健全化計画，２０１９年度から２０２３年度，平成３１年

１月に策定されています。また，竹原市行財政経営改革方針アクションプラン，令和元年

５月に策定されていますが，その中で，収入未済額の縮減，歳入確保の取組内容として，

市民負担の公平性，行政の信頼確保，財政基盤の強化の観点から市税収入の収納率の向上

及び滞納繰越額の縮減に取り組みますと記されています。

市の債権には，公債権，地方自治法第２３１条の３第１項，公法上に基づく債権と私債

権，地方自治法施行令第１７１条，私法上に基づく債権があります。

公債権には，強制徴収債権，地方自治法第２３１条の３第３項，滞納処分できる債権と
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非強制徴収債権，地方自治法施行令第１７１条の２，滞納処分ができない２種類の債権が

あります。

強制徴収債権には，自力執行権や質問調査権があり，強制執行もでき，非強制徴収債権

と私債権は，民事裁判での強制執行しかできません。

本市の竹原市行財政経営改革方針アクションプランにおいて，名寄せ台帳を作成し，収

納率の向上及び滞納繰越額縮減に向けた取組に活用するとされており，私債権においても

同様の取扱いができるよう債権管理条例を策定し，統一的な処理基準を定め，情報の共有

を図ることが必要だと考えますが，御認識をお伺いします。

令和２年度竹原市一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見書の中で，一般会計におけ

る収入未済額のある収納状況において，住宅使用料の収納率は，平成３０年度７１．

７％，令和元年度７０．２％，令和２年度６６．５％であり，収入未済額も前年度に比し

て４１１万６，０１０円増加しています。債権の要諦である回収するものは回収し，落と

すべきものは落とすに倣い，私債権は消滅時効に係る時効期間が長いことから債権放棄を

条例化することにより，円滑な滞納債権処理と滞納繰越額の圧縮が図られると考えます

が，御認識をお伺いします。

竹原市財政健全化計画において，滞納者に則した対応と記されていますが，質問調査権

で生活状況や財産調査を実施する中で，滞納している市民の状態を総合的に把握し，生活

困窮者の発見と生活再建支援に向けた支援につなげる配慮も必要かと考えます。また，滞

納は生活支援のシグナルだと捉え，横断的に関係部署につなげる配慮も必要だと考えます

が，御認識を伺います。

滞納補填はいずれも税財源であり，市民生活を支える財源でもあるが，市民生活を壊し

てまで回収しない配慮も必要です。私債権等は徴収停止が地方自治法施行令に規定がない

ため長期にわたる不良債権，徴収不能を整理する上において，生活困窮者への対応を明確

化する条例の規定を設けることで，生活困窮者を理由に徴収停止できる必要性があると考

えますが，御認識を伺います。

債権管理条例を策定されている他市に倣い，本市の実情に即した債権管理条例を策定し

ていただき，統一的な処理基準を定められ，債権管理の一層の適正化や各所管部署が持つ

徴収事務の効率化を図ることをもって，歳入確保に取り組まれ，持続可能な行財政運営を

推進することが必要であると考えますが，御所見を伺います。

以上で壇上の質問といたします。
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議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 竹橋議員の質問にお答えいたします。

１点目の集落支援員の活用についての御質問でございます。

自治会は，地域住民の自主的な総意に基づき，快適で住みよい地域を築いていくことを

大きな目的として任意に組織されたもので，地域住民の親睦と連帯の場として，また地域

課題の発見と解決の場として，その存在意義を持っており，行政主導の自治から住民主導

の住民自治へ変革することにより，地域住民の総意による地域づくりの推進が図られ，自

治会と行政とが対等な関係の下に，それぞれの独自性を尊重しながら役割を分担，補完

し，協力しながら活動することにより，まちづくりが推進されるものと考えております。

近年，社会経済情勢が大きく変化する中で，住民の生活様式や価値観は多様化し，地域

コミュニティの低下が懸念されており，このような地域の課題解決については，自治会の

主体的な活動を基本としながらも，地域の多様な団体により構成された住民自治組織によ

り課題に対応することが有効であると考えております。

その住民自治組織の立ち上げに対して，市として平成１７年１０月に協働のまちづくり

推進プランを策定し，活動拠点づくり，人材の育成，啓発，情報の共有，財政支援を行

い，平成１７年から平成２８年までに市内１７地区全てで組織が設立され，現在では１５

団体が活動を行っておられます。

この住民自治組織は，自治会をはじめ各地域の社会福祉協議会，消防団，女性会，地域

交流センター等で構成されており，それぞれの得意分野や活動を生かして，地域の課題は

地域で考え解決する取組により地域づくりが進められております。

今後におきましては，こうした住民自治組織において，将来における地域づくりの一つ

の手段として，集落支援員の活用を含めた地域組織の在り方を調査研究してまいります。

次に，２点目の財政健全化に向けた取組についての御質問でございます。

本市においては，竹原市債権確保対策委員会を設置し，市民負担の公平と自主財源の確

保を目的に，税をはじめ各種収入金の収納率の向上及び滞納繰越額の縮減に向けた取組

を，総合的かつ効果的に推進しているところであります。

公債権の滞納整理については，個々の事情に配慮しながら取り組んでおり，納付能力の

有無を早期に見極め，悪質な滞納者に対しては換価の容易な債権を中心に積極的に滞納処

分を執行する一方，滞納理由が経済的な困窮であること等を把握した場合については，自
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立相談支援機関につなげるなど，強制徴収と救済制度の両面から滞納整理を進めておりま

す。

私債権につきましては，消滅時効において債務者による時効の援用を要することや，債

権放棄に議会の議決を要することなどの理由から，機動的な対応が難しく，効率的な管理

手続の検討が課題となっております。

御質問の債権管理条例の基本的な考え方は，納付資力を的確に見極め，資力があるにも

かかわらず納付しない滞納者に対しては法令及び条例に基づき厳格に対処することを基本

姿勢とすること，債権管理に必要な管理台帳を整備することを定め，他の債権が保有する

個人情報を厳格な要件の下利用できること，非強制徴収公債権及び私債権について，債権

管理を続けても事実上回収できる見込みがないものについては限定的に放棄できる規定を

設け，債権の整理を進めることによって，回収可能な債権に注力できることなど，御指摘

のとおり統一的な処理基準を定め，情報の共有化を図ることができ，公債権と同様に，納

付能力の有無を見極め，悪質な滞納者に対して厳格に対処できると考えております。

また，円滑な滞納債権処理を行うことで，徴収事務の効率化と滞納繰越額の圧縮を図る

ことや，生活困窮者に対して横断的に関係部署へつなげる配慮や徴収停止を行えるものと

考えております。

この債権管理条例の制定につきましては，多岐にわたる債権の状況等の把握や回収業務

のノウハウの共有などの課題整理が必要でありますが，債権管理の一層の適正化を図る観

点から他市町の事例等を参考にして検討をしてまいります。

以上，答弁といたします。

議長（大川弘雄君） ４番竹橋和彦議員。

４番（竹橋和彦君） それでは，再質問させていただきます。

債権管理の一層の適正化を図る観点から他市町の事例等を参考に検討してまいりますと

の答弁でありますが，全国の自治体における債権管理条例の制定状況はどうなのか。

次に，広島県内１４市における制定状況を申し上げます。

全国的には，平成１０年代から条例が策定されるようになり，債権管理条例のタイプは

自治体の実情に応じ様々であるが，債権の管理や放棄等の条例が制定されるようになり，

平成２０年代に入り全国の多くの自治体で制定されるようになり，今では３分の１の自治

体で制定に至っています。

また，最近において制定する自治体も多く，令和３年１月２８日現在で，平成３１年，
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令和元年３６件の市区町村，令和２年で２１件の市町が策定されています。

広島県内においては，財政健全化型タイプが三原市，庄原市，三次市及び廿日市市の４

市で制定されています。非強制徴収債権及び私債権タイプは，福山市，広島市，東広島市

及び府中市の４市で制定されています。私債権タイプが，呉市，安芸高田市です。加えて

債権管理施行規則のみが広島市，江田島市の２市で，未策定は条例の制定という意味にお

いて本市を含めて４市という状況です。

この策定状況を踏まえ，本市のお考えをお聞きします。

議長（大川弘雄君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（塚原一俊君） それでは，財政健全化に向けた取組について御答弁申し上

げます。

冒頭，市長答弁にもございましたけれども，私債権の管理につきましては，現在のやり

方でありますと，消滅時効におきまして債務者による時効の援用を要することや債権放棄

に議会の議決を要することなど解決しなければならない管理手続の検討が課題と考えてお

ります。

御提言の債権管理条例は，法令や条例に基づく厳格な対処や台帳整備による各債権間の

連携，回収できる見込みのないものについては放棄できる規定を設けるなど，統一的な処

理基準を定め，情報の共有化を図ることができ，公債権と同様に納付能力の有無を見極

め，悪質な滞納者に対して厳格に対処できると考えておりますが，条例の制定につきまし

ては調査研究を行っており，現時点において策定にまで至っていないというのが現状でご

ざいます。

今後におきましても，他市町の事例等を参考にして調査研究してまいりたいと考えてお

りますので，よろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） ４番竹橋和彦議員。

４番（竹橋和彦君） 他市の条例において，いずれも台帳整備及び債権放棄に関する旨が

規定されています。

地方自治法第９６条第１項第１０号において，債権放棄は議会の議決事項のため条例で

規定することにより議会の議決を不要とする必要性が生じていると考えますが，本市にお

いて他市町の事例を調査研究され，スピード感を持った対応を要望しておきます。

それでは，次に移ります。

今回の一般質問は，人口減少や少子高齢化など様々な課題に対応して，地域を活性化さ



- 91 -

せ，竹原市を元気にできるのか。また，移住や定住や産業振興を図れるのか，その手段と

して集落支援員の活用を検討されるのか，質問させていただきましたが，少し違った答弁

となっていますので，再度他市の事例３例を紹介させていただきます。

１例目は，山口県周防大島町において任期のある地域おこし協力隊の卒業後から，集落

支援制度は任期のないことから長い目線で活動できることから集落支援員に活用され，

様々な動画等のプロモーション活動を実施されている事例です。

活動内容は，地域活性化計画，夢プランに基づく３本柱を中心にして，新しい人の流れ

をつくる関係人口の拡大，移住者の希望をかなえる移住・定住の促進，安全・安心な島暮

らしの実現，持続可能な地域の実現を目指して，写真や動画等で様々にアプローチを展開

されています。

２例目に，長野県伊那市においては，住民が主体となった田舎暮らしモデル，地域事業

の推進や市内集落の空き家を活用した移住・定住の推進により，年間２０件から３０件の

移住を実現しているという，とても興味を引かれる事例であります。

活動内容としては，田舎暮らしを促進するための集落状況のリサーチと課題解決，移

住・定住に向けた相談，支援活動，空き家バンク制度の推進，地域協力隊への助言，活動

支援を行っています。

３例目に，岩手県住田町においては，５地区に集落支援員と地域おこし協力隊をそれぞ

れペアで配置し，地域おこし協力隊と連携して地域の課題解決，産業の創出，活性化に取

り組んでいる事例です。

集落支援員は，コミュニティを守る役割，地域おこし協力隊は新しいビジネスを開く役

割，お互いに補完し合うことにより，多様な視点で諸課題を解決できると思いますが，竹

原市の誰もが住みやすさを実感し，誇らしいと思える元気な竹原市の実現に向けたまちづ

くりを進めるため，集落支援員の活用を提案しましたが，最後に市長にお考えをお聞きし

て一般質問を終えたいと思います。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 集落支援員の御質問につきましては，以前も竹橋議員のほうから御

提言をいただいておりまして，実は竹原市の実情からいいますと，私も地域に出向きいろ

んな話をお伺いする中では，やはり地域の担い手の不足であるとか高齢化，そのような苦

境であるとか様々な悩みをお聞きしてきたところでもあります。まさに，いわゆる中山間

地域において人口が減少し，高齢化が進んでいるのは竹原市の平均以上のものがございま
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して，その実態というものは現状の地域活動を行う上でのそれぞれの構成団体のたてりで

ありますとか，様々５年後，１０年後，そして２０年後をにらんだときには，変更ないし

創意工夫をしていかなければいけないという課題を大きく認識をしております。御提案の

集落支援員制度は，一部御紹介もありました地域おこし協力隊または企業人の誘致活動で

ありますとかアドバイザーの招致というものを含めて，総務省が俗に言う地方の活性化に

向けた支援策として打ち出しをされ，財源については御紹介ありましたように特別交付税

の活用ができるというふうな制度設計になっているところであります。

竹原市においての中山間地域がどこに該当するかというものは，俗に言う中山間地域の

厳密な規定と竹原市における実態というのがなかなかマッチしないところもあるのですけ

れども，他市において中山間地域をモデルにした集落支援員や地域おこし協力隊の採用事

例をしっかりと把握しながら，情報収集しながら，いかに集落支援員を活用することがで

きるか，またこれは外から招聘するのではなくて地域の中から集落支援員を選定して活動

していただくという，それぞれ地域おこし協力隊とは違った側面もあるわけですので，そ

こら辺は継続して地域の皆様と実情を把握しながら，またいかに活動を行うことができる

か等を含めて，いろんな協議をさせていただければというふうにも考えております。

いずれにしましても，元気な地域が元気な竹原市を支えるということは間違いないわけ

でありますので，地域づくり，地域の自治振興にこの制度をいかに活用できるかについて

は，部長も答弁申し上げましたけれども，しっかりと検討してまいりたいというふうに認

識をしてございます。

議長（大川弘雄君） 以上をもって４番竹橋和彦議員の一般質問を終結いたします。

以上で本日の日程は終了いたしました。

議事の都合により，２月２４日午前１０時から会議を再開することとし，本日はこれに

て散会いたします。

午後２時５４分 散会


